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～会議の概要～ 

○委員長 

 ただいまから、委員会を開きます。 

 本日の会議録署名員に、小前委員、斎藤博行委員をご指名いたします。 

 委員の交代がありますので、お知らせいたします。 

 山田委員が小前委員に、上野委員が大橋委員に、山口委員が斎藤博行委員に、古沢委員が菊地委員に、高橋委員

が斉藤陽一良委員に交代しています。 

 付託案件を一括議題といたします。 

 これより、厚生常任委員会所管事項に関する質疑に入ります。 

 なお、本日の質問順序は、民主党・市民連合、共産党、自民党、公明党、れいめいの会、市民クラブの順といた

します。 

 民主党・市民連合。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○斎藤（博）委員 

 それでは、早速質問させていただきます。 

◎新病院建設の今後の見通しについて 

 まず最初に、市長にはお忙しいところありがとうございます。市長に新しい病院をつくっていく今後の見通しの

部分で何点かお聞きしたいと思います。 

 ２月 25 日の病院の特別委員会、それから３月７日の代表質問、そういった中でその病院の形について、特に基本

構想の精査・検討がなされた以降の特に医師会との調整なり、さらには救急体制の問題等を議論している中で、市

長の方から何点か、従来のといいますか、この間の病院をめぐる議論のフレームと若干踏み込んだ答弁があったと

いうふうに私は感じているのですけれども、改めて何点かお聞きして、現時点において市長として新しい病院をつ

くることに関してどういったお考えをお持ちなのか、お聞かせいただきたいと思います。 

 まず最初に、改めて基本構想を出されております。それからそれに対する精査・検討を行って、そういったもの

を出されているわけなのですけれども、特にその精査・検討の結果に対して市長としてどういった評価をなさって

いたのか、まずそこの部分をお聞かせいただきたいと思います。 

○市長 

 基本構想ができるまでの間に、３年ないし４年ぐらいの日数をかけてつくってまいりました。この間、医療をめ

ぐるいろいろな環境の変化もありまして、昨年来、精査・検討してまいりましたけれども、その中でさらに救急の

問題についても果たして基本構想にあるような救急体制でやっていけるのかと、そんな議論もあって、これについ

ては保健所が中心になって、市内の関係医療機関の皆さんとも協議を開始している状況です。したがって、一定程

度の精査・検討をしましたけれども、さらにこういった問題で見直しもかけていますから、そういう意味ではこの

ほかにもっとないのかどうか、そういったことも検討してみる必要があるのではないかというふうに思っています。 

○斎藤（博）委員 

 救急体制の在り方については、これから地域連携の関係でいろいろ意見とか問題点が指摘されてきているわけな

のですけれども、改めてもう少し具体的にといいますか、細かく聞きたいと思うのですけれども、今、具体的には

救急体制のことを言っていますけれども、そのほかの精査・検討の結果が出されている部分で、目標たる新しい病

院のイメージの中でどういったところを検討対象として考えていかなければならないというふうにお考えですか。 

○市長 

 先ほど言いましたように医療環境といいますか、医師の確保の問題が最近ずいぶんクローズアップされておりま
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す。今の研修医制度が始まって、大学自体にも医師がいないという状況が発生しているようです。もう一つは、総

務省で「地域医療の確保と自治体病院のあり方等に関する検討会」という検討会ができまして、この自治体病院の

抜本的な経営改善といいますか、こんなものについて議論をしておりますし、あるいはまた地域にある病院の役割

分担というものも明確にしていく必要があるのではないかというようなことも言われておりますので、そういった

ことを含め 

てもう一度、幸いといいますか、遅れているというか、そんな状況がありますので、やはりもう少しフレキシブル

に対応できるような、そういう見直しをしたいというふうに思っております。 

○斎藤（博）委員 

 今後の議論の推移にもよるのですが、今のは市長の問題意識なりを持って、精査・検討の結果を見たときに、私

の印象としてはほとんど全面的に見直してくれというようなことを意味していらっしゃるのかなというふうに聞こ

えるのですけれども、それについてはどうでしょうか。 

○市長 

 一応基本構想がありますので、全面的な見直しということよりも、先ほど言いました総務省のそういった検討会

の考え方、さらに言えば医師の確保の問題等を含めた中でどの部分を見直すのか、それは限定的になるのではない

かなと思いますけれども、トータルでということではなくて限定的にどの部分が必要なのか、そしてまた市民にと

って必要な医療、どの部分をじゅうぶん確保すべきなのか、この辺がやはりじゅうぶんもう一回検討する必要があ

るというふうに思っております。 

○斎藤（博）委員 

 この部分でまた繰り返しになりますけれども、市長の訴えている問題意識というのがおっしゃっているようなこ

とであれば、基本構想、それから精査・検討結果を含めて、私の印象ではまず１回全部洗い直さないと、なかなか

医師の確保なり地域の新しい病院の役割を組み立て直すことは難しいのではないかなというふうに思います。これ

は私の印象です。 

 次に、今、市長がおっしゃっているような、そういう問題意識をもって精査・検討なりをもう一回見直したり、

再検討なり、そういったことにある場所というか、どういったところで、今、準備室がありますよね。それから、

新しい病院をつくるための委員会も設置されている訳ですけれども、どこの部分で、今、市長がおっしゃっている

ようなその問題意識なりを共有して対応ができるのか、どこを想定したらいいのでしょうか。 

○市長 

 今まで基本構想ができてから、院内・院外を問わず、いろいろな方と話合いもしてまいりましたし、意見も伺っ

てまいりました。そういった中でどの部分ということではないのですけれども、抜本的に見直した方がいいのでは

ないかという人もいますし、もう少し規模を縮小した方がいいのではないかという意見もありますし、もっとやは

り特化した方がいいのではないかとか、いろいろなご意見があります。 

 ですから、今、特にどこを見直すというのではなくて、全体的に見直すことも必要でありますし、何といっても

経営の採算の問題もありますから、その部分も含めて引き続き赤字を垂れ流すような病院であっても困るわけです

から、そういった部分も含めて見直さざるをえないのかなというふうに思っております。 

○斎藤（博）委員 

 具体的に例えば今の仕事といいますか、そういった作業を進める別の機関とか、今、市長が内外とか、いろいろ

な人の意見を聞いてきたというようなことはあるわけですけれども、当然そういったものをまとめる機関なり組織

なりがないと、基本構想そして精査・検討があるという中で、それに対する一部なのか、抜本的なのか含めて見直

したものをまとめていく作業というのは大変でないかなというふうに私は思うのですが、それは今のところどうい

うところで作業として進めていこうと考えていらっしゃるかということをもう一度お聞かせください。 
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○市長 

 基本的には市の病院ですから、病院を中心に、病院の医師を中心にした、そういった検討会というものを立ち上

げてやっていきたいなというふうに思っています。そういったものを検討する中で、ご意見を伺うべきところには

意見も伺いながらというように、今、頭の中ではそう思っていますけれども、具体的に、ではどういうメンバーで

どうするかというのはまだ、何とか今月中にはそういう方向性を出したいというふうには思っています。 

○斎藤（博）委員 

 そうすると、何らかの形の組織といいますか委員会なりがつくられて、そこは委員の方については今後内外含め

ていろいろな方に入っていただいて、今、市長が思っているような問題意識を具体化する、そういう委員会をつく

っていくということだと思うのです。それは改めて厚生常任委員会なり市立病院調査特別委員会に、まとまった形

で、精査・検討の再検討結果といいますか、見直し結果といいますか、そういった形で改めて出てくる。それが今、

基本構想があって、精査・検討があって、さらにそれが時間なり環境が変わった中で、状況がはっきりしてきた中

で市長が見直しをかけてもらって出たものとして、三つ目の文書というような、そういった形で全体像が示されて

くると。当然そのときには、今、保健所が窓口になってやっている救急体制の問題も組み込まれた形でのものが出

てくると、そういった形で押さえておいてよろしいでしょうか。 

○市長 

 今、お話がありましたように救急体制の問題は今別途やっておりますので、そういったものも含めて最終版とい

いますか、これは一応タイムリミットもありますから、早期に示していきたいとこういうふうに思います。 

○斎藤（博）委員 

 今、この時期から聞こうと思ったのですけれども、できるだけ早くということもおっしゃっておりますので、こ

ういったものが出た時点で、改めてこの委員会なり病院の委員会の中で論議をさせていただきたいというふうに思

っております。この項の部分は終わります。 

◎病院給食業者の選定について 

 それでは、引き続き、病院の関係でお尋ねしたいというふうに思います。 

 前回の市立病院調査特別委員会の中で、病院の給食を委託する業者が決まったという報告をいただきました。そ

の中でどういったプロセスを経て業者を決めていったのか、どういった判定基準といいますか、選考基準を持ちな

がらやってきたのかということを聞きました。公開できるものについてはこういった基準でしたとか、こういった

選考結果だったというものを公開していただきたいと、そういったことをお願いしまして、前回の委員会ではやり

とりはあったわけですけれども、最終的には内部で精査するので時間をいただきたいということで終わっているも

のですから、改めて小樽病院の給食を委託する業者を選定する過程についてお話しいただきたいと思います。 

○（樽病）医事課長 

 小樽病院の給食の委託についてでございますけれども、昨年の６月１日に病院給食業者選定委員会を設置いたし

まして、委員 10 名、委員長が内科の医長ということで、計 10 名で委員会を設置いたしました。それで、第１回か

ら第５回まで会議を開きまして、最終的に２社に絞って、その２社で見積合せをいたしまして、本年１月 21 日に委

託契約を結んだところでございます。１回から５回までの委員会の中身は提案書を出していただいたり、プレゼン

テーションを重ねたり、そういうことで選考し、最終的に１社に絞ったという経過でございます。 

○斎藤（博）委員 

 前の委員会でも聞いていますけれども、一番最初の提案書を出してきた会社の数は幾つですか。 

○（樽病）医事課長 

 私ども、道内に事業所のある丸適業者 11 社に説明会の案内をしましたところ、２社は辞退いたしまして、１社は

所在地不明ということで戻ってきまして、８社に説明会をして提案書を出していただいております。 
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○斎藤（博）委員 

 その８社の提案書なり、それからプレゼンテーションをやって絞り込んでいったというお話なのですけれども、

その提案書を評価する基準なり項目なり、さらにはそのプレゼンテーションをやったというふうに聞いているわけ

ですけれども、どういった尺度なりを委員の方がお持ちになって、そういうプレゼンテーションをやったのかなと、

そういったものについて詳しくお話しください。 

○（樽病）医事課長 

 まず、提案書でございますけれども、私どもは10 項目につきまして提案書を出すときにこの辺を提案していただ

きたいということで、一つ目が経営規模及び受託実績、それから２番目が病院給食に対する理念、考え方、３番目

が１日当たりの単価、４番目、職員構成、勤務表、５番目、業務管理体制と考え方、６番目、衛生管理に対する考

え方、７番目が食材購入の考え方、８番目、業務改善要求に対する態勢と考え方、９番目、個別対応の種類と考え

方、10 番目に他業者との相違点、こういうことで、まず基本的にはこの10 項目について提案書を出していただき

たいということです。 

 ただ、このままですと、委員がどういう評価をしていいかわかりませんので、例えば経営規模及び受託実績であ

ると、資本金及び企業規模はじゅうぶんか、また道内の病院の受託実績はじゅうぶんかということを、委員の方に

あらかじめ評価基準として設定して点数をつけてもらうと。また、例えば病院給食に対する理念、考え方について

は、安全でおいしく楽しい食事を考慮しているか、きめ細やかな対応ができるか、食事と病気についての教育体制

ができているか等を評価基準として、委員の方に点数をつけていただいていると。10 項目までに、こういう私ども

の評価基準を委員に示して、最も高いが５点、低いが１点ということで５段階評価をして、点数をつけていただい

ております。それが提案書に対する評価項目及び評価基準でございます。 

○斎藤（博）委員 

 同じように、それはペーパーというか書類審査みたいなもので、提案書に書かれている内容を委員の方がお読み

になって、今、おっしゃっているような基準に照らし合わせて、１点だったか、３点だったか、５点だというのを

つけていったというお話ですね。 

 次に、プレゼンテーションというのは、当然直接業者の方とやり合っているというふうに思うのですけれども、

その辺についてお話しください。 

○（樽病）医事課長 

 第１回目のプレゼンテーションにつきましては、これもあらかじめ業者の方に質問事項を投げかけておりまして、

その質問事項は大きく三つありまして、一つ目が食事がとりづらい人の対応についてということで、ターミナルケ

アの食事対応はどのようなものか、それからミキサー食、とろみ食、それぞれの１日分を写真に写してカラーで提

出してほしいと。この部分については、業者それぞれ実物も送ってまいりました。それから、大きい２番目が人材

育成について、人材育成の具体的な方法について述べていただきたいと。その中で、また調理員の研修資料を提示

していただきたいと。それから、大きな三つ目が選択メニューについてです。これは今回私どもの委託の一番メー

ンということで、これについて対応食種は何種類なのか、これはあるのか。回数はどのように考えているか。選択

はＡなのかＢなのか、それともおかずすべてが選択なのかと。それから、オーダー締切り後の選択は可能なのか、

またその方法は。五つ目が、選択するに当たっての作業手順を示していただきたいと。この細かく９項目について

プレゼンテーションを行いまして、委員の皆さんに点数をつけていただいて評価したというところです。先ほどの

提案書でのこのプレゼンテーションの点数化された合計で、８社から上位４社に絞ったところでございます。 

○斎藤（博）委員 

 この提案書は当然会社の方が自力でつくったものだと思いますし、プレゼンテーションで聞かれた内容というの

は、８社に対して同じようなことを聞いて、その回答を得て通過したというようなことでよろしいでしょうか。 
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○（樽病）医事課長 

 そのとおりです。 

○斎藤（博）委員 

 この評価項目に基づいて行った選考といいますか、８社から４社に絞ったという結果の点数表というのは公開で

きるのでしょうか。 

○（樽病）医事課長 

 個々のトータルといいますか、総合集計表というのは公開できます。 

○斎藤（博）委員 

 例えば提案書に対する評価を行いました。10 項目について行いました。10 人の委員の方がそれぞれ投票しました。

その結果について、それからプレゼンテーションについても、８社の方に同じ質問をして出された答えについて、

それぞれ委員の方が投票を行って数字を決めていった。その結果については、お知らせいただけるということです

か。 

○（樽病）医事課長 

 委員個別の部分ではちょっと無理だと思いますけれども、集計された総合得点については公開できます。 

○斎藤（博）委員 

 次に、そうやって決められた点数上の上位４社を今度は２社に絞っていったというふうに聞いているわけなので

すけれども、その選考過程を前回同様経過についてお知らせください。 

○（樽病）医事課長 

 ４社から２社に絞る段階におきまして、これもプレゼンテーションをいたしました。それで、そのときのプレゼ

ンテーションは初めからの質問事項は投げかけないで、４社来ていただいて、１社 30 分ないし 40 分かけて同じ質

問を投げかけて、その場でここで点数化はしませんで、そのプレゼンテーションが終わり次第すぐ選定委員会を開

催いたしまして、委員 10 名の過去に行われた８社から４社までに絞ったところの今までの印象といいますか、その

点数結果を踏まえながら、今回の最終のプレゼンテーションの一番のメーンである選択メニューに対する意欲的な

会社はどれかということを基本といたしまして、それぞれ議論の中で２社に絞ったという経過でございます。 

○斎藤（博）委員 

 改めてその４社の方に行った、先ほどはあらかじめお知らせしないで、その場で聞いていって答えをもらったの

だというふうにおっしゃっていますその質問項目が残っていたら教えてください。 

○（樽病）医事課長 

 質問項目は 12 項目をいたしました。 

 一つ目が 500床程度の急性期病院と給食業務全面委託の病院名を道内・道外で２社程度挙げてください。それか

ら、職種ごとの具体的な役割分担は、責任者は常駐かという質問。３番目が、すべての職種について急性期病院で

の経験年数を積んだ人材を派遣できるのか。４番目、新規採用を予定しているとするとどの職種か、その場合は教

育期間はいつからになるか。それから、５番目、施設の改修については無理な状況にあるため、現状の施設での作

業となる。その場合選択食について、当院としては 365 日毎日を目指しているけれども、365 日毎日実施するとな

ると、どのぐらいの期間があればスタートできるのかと。当面は 365 日は無理と考えるが、４月１日スタート時は

どの程度の回数で可能と考えているのか。それから六つ目が、引継ぎのスケジュールについて聞いております。機

器等パソコンだとか、実際に栄養士等が派遣されるのがいつごろなのかということを聞いております。７番目が、

これはちょっと専門的なのですけれども、鉄分は摂取しにくいとされているが、どのように摂取量を満たすよう工

夫しているのか。８番目、献立表はどのぐらい前に直営の栄養士に提出を予定しているのか。９番目、食材料の購

入についてでございます。それから、10 番目が、職員等が急に退職した場合の補充について、どの程度の期間で補



平成 17年 3月 14日 予算特別委員会会議録（５） 

 

 
－6－ 

充ができると考えているのか。11 番目、配ぜんのチェックはだれが何名で実施するのか。12 番目、将来的に導入し

てほしい設備があるのか。この 12 項目についてその場で聞いて、最終的に２社に絞っています。 

○斎藤（博）委員 

 仮に相手方は４社ですけれども、今、教えていただいたように、質問項目が 12 項目にわたっているわけで、それ

ぞれがそれぞれの思いといいますか、持っている条件で一生懸命答えたのだろうというふうに思うわけなのですけ

れども、それがどういうように各委員が受け止めたのかというものが残っていないということなのですか。要する

にそれを、先ほどは１点から５点までの点数を項目ごとに入れていって、一応８社から４社に絞ったというような

やり方をしたということなのですけれども、今回は 12 項目を聞かれて、数は４社ですけれども、それが全部数量的

に処理されないまま進んだというのですけれども、どうしてそういうことになったのか、そういうやり方をしたの

か。 

○（樽病）医事課長 

 その点数化をしなかった理由でございますけれども、既に提案書と１回目のプレゼンテーションの中で点数化し

て、委員の皆さんに聞いたところ、なかなか非常に自分、例えば看護師だと詳しい部分と詳しくない部分もある。

それぞれ皆さんも持ち場といいますか、得意分野と得意でない分野がありまして、なかなか点数をつけるとなると

経験的なところにつけてしまうということで、あまり意味がないというような意見も出まして、意味がないという

のは、そうしたら今までやったのは意味がないかということではなくて、これ以上点数化しても同じような結果と

いいますか、やはりわからないところについては３点をつけてしまうというような意見が出まして、それではその

場でこの12 項目の中で、特に選択メニューが一番の要点といいますか、やっていかなければいけない部分でありま

したので、最終的に 365 日できるかといったときに、できるという業者は３社あったわけです。それで、４月１日

から私どもは週３回ぐらい考えていたのですけれども、その中で週３回できると言ったところが２社で、何ぼ頑張

っても２日しかできないと。それで、１社は 365 日はとても無理だという、やはりその辺が決め手になったのかな

と私は思っております。 

○斎藤（博）委員 

 とすると、４社の方からいろいろ12 項目についてお話を聞いたのだけれども、最終的に病院が考えている給食の

提供の仕方、365 日３食ですとか、選択メニューだとか、そういう病院が思っていることをクリアできる会社とい

うのがそれしかなかったということなのですか。 

○（樽病）医事課長 

 最終的にはそうでございます。 

○（樽病）事務局長 

 私どもこの委員会を立ち上げて、最終的にどういう形を委員会に求めていたかといいますと、１社に絞れれば最

高、それで決まりということだったのですが、今、医事課長が答弁していますように、点数化する自体がそもそも

なかなか難しい問題ですよ、ただ点数化した方がはっきりわかりやすい、これも一つ言えると思います。 

 今回の場合、実態は報告書、私は報告を受けていますので、その辺のことを４社に絞っていえば、いわゆるプレ

ゼンテーションを再度やってもらったと。その中で最後２社に絞られた会社とそうでなかった会社との差が、今言

ったようないわゆる 365 日メニュー食、こういった問題で明らかに差が出たということで、まずこの２社に絞った。

逆に言うと、１社に絞れなかったというのが実態でございまして、それで私どもはその辺の話を聞きまして、委員

会としては１社に絞れないのであれば、その２社をまず最終的に委員会としては選定したということで報告してい

ただいたということでございます。 

○斎藤（博）委員 

 事実はそれでいいのでしょうけれども、例えば選択メニューだとか 365 日だとかという、最終的に４から２を選
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ぶときの決定打にした部分があるのだという話なのですけれども、そこの部分というのが、本当は一番最初の８社

から４社に絞る過程で 10 項目ぐらいの計画書というか提案書なり、一番最初のヒアリングみたいなうちに病院の給

食をお願いするという部分では、一番最初に着目するといいますか、見ていかなければならない部分でないのかな

というふうに思うのです。それが点数をつけるときの判定の中ではクリアされていっていて、逆に点数をつけない

でヒアリングだけをやって議論をしたときに浮き出てきたという部分はなかなか解せないなというふうには思いま

す。 

 次に、２社を最終的に１社に絞っていったわけですけれども、そこの部分でどういった決め方をしたのかお知ら

せください。 

○（樽病）医事課長 

 ２社から１社については、複数単価契約ということで２社から見積りを出していただいて、２社のうち、より低

い見積価格を提示した方と委託契約をしたところであります。 

○斎藤（博）委員 

 それはたぶん数字で出されているでしょうから、それは出してくださいといったら出してもらえるのですね。 

○（樽病）医事課長 

 それは向こうが提示された価格は当然提出できます。 

○斎藤（博）委員 

 そうしますと、けっきょく８社から４社に絞るときというのは、委員の方がそれぞれ投票行為を行って、出され

た点数の上位４社を選びましたと。これはわかるというか、一つの記録として、２社から１社に絞ったときもそれ

ぞれ見積りなりを出してもらって、安い方といいますか、適正な方を２社から１社に選ぶときにも、これはだれが

だれにも説明できるといいますか、客観的なデータとして残っているのではないかと思うのです。 

 やはり私はその４社を２社に絞るという過程が、今お話を聞いていると、委員の中では病院給食をお願いする業

者としての適性の部分で、例えば 365 日の体力等について、能力について優劣があったから、そこでもって決めた

のだというような話でして、その会社になったこと自体についてはそういうことなのだろうと思うのですけれども、

やはり私は前から話させてもらっているように、せっかく８社から４社にするときには一定の標準といいますか、

基準を決めて、そして委員の方々がそれぞれ読むなり聞くなりした印象を率直に点数に表して、上位４社を選んだ。

最後の二つの中でどちらか安い方を選んだというやり方をしているのであれば、やはりその４社から２社を選ぶと

きも、やり方は別にしても、何らかの形で委員の方々の意向なり評価が残るような方法をとるべきではなかったの

かと。そうした中で、点数なのか何なのかということがあると思うのですけれども、そういったものを残していか

ないと、結果として頭の部分と後ろの部分はせめてわかりやすいというか、後からだれが聞いても説明ができるよ

うな形をとっていると思うのですけれども、残念ながら真ん中の４社から２社になる部分については、お話として

は了解するというふうにしかならないわけなのですけれども、客観性なり後から話を聞いたときにどうなのかなと

いうような部分が残るのですけれども、今後もまた給食の委託の議論というのはあるかもしれませんから、そうい

ったことを考えたときに、今回のやり方について、今後を踏まえて何かお考えがあればお聞かせいただきたいと思

います。 

○（樽病）事務局長 

 今るるやりとりがありましたけれども、私どもは今回委員会が最終的に２社を選定したこの結果については正し

かったというふうに思っております。ただ、今、委員がおっしゃいますように、点数化すれば一番対外的にも明確

になるということも一つあろうかと思いますので、今後についてはそういう方向もまた考えていきたいというふう

に思います。 
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○斎藤（博）委員 

◎つどいの広場事業について 

 次に、質問を変えたいというふうに思います。 

 今回、福祉部の予算の中で、朝里幼稚園で「つどいの広場」という事業が行われるという、576万 5,000 円とい

う予算づけがされているところであります。改めてまず、この「つどいの広場」という事業について、どういうこ

となのかということをお聞かせ願いたいと思います。 

○（福祉）子育て支援課長 

 「つどいの広場事業」ですが、平成 14 年度、国の段階で「つどいの広場事業実施要綱」というものが策定をされ

まして、国の補助事業として進められてきた事業であります。 

○斎藤（博）委員 

 もう少しどういうことをやるのかをひとつ教えてください。 

○（福祉）子育て支援課長 

 要綱の中にその「つどいの広場事業」の趣旨というものがあるわけですけれども、おおむねゼロ歳から３歳の乳

幼児とその母親が気軽に集い、そこで交流を図ることによって、子育て中の親への負担感ですとか、そういったも

のを解消していく事業ということで取組が始まったものであります。具体的な事業の内容としては、親子の交流の

場を提供する、子育てアドバイザーによる子育てについての悩み相談を実施する、子育てに関連する情報を提供す

る、子育てに関する講習会等を実施するというこの４項目になっております。 

○斎藤（博）委員 

 今話されている事業内容というのは、奥沢保育所の方で行っている、いわゆる「げんき」で行っている事業と重

なっている部分が多いと思うのですけれども、その違いというのはどこにあるのですか。 

○（福祉）子育て支援課長 

 奥沢の「げんき」は子育て支援センターという極めて子育て支援に対する包括的な事業を行っております。現在、

「げんき」で行っております月曜日と水曜日なのですが、「なかよしルーム」という事業名で母親と子どもが自由

に集えるという事業をやっております。ですから、その意味ではこの「つどいの広場事業」というのは、「げんき」

でやっている月曜日と水曜日の事業を特化するというか、そこの部分だけを進めていく事業というふうにご理解い

ただいてよろしいと思います。 

○斎藤（博）委員 

 奥沢保育所の子育て支援センターは福祉の中だと思うのですけれども、今回、朝里幼稚園でやるということは、

幼稚園はいわゆる学校といいますか、文科省のエリアだというふうに理解しているわけなのですけれども、今回、

こういう子育て支援事業の一部を、保育所・保育園ではなくて幼稚園でやるというあたりの意味というのはどこに

あるのですか。 

○（福祉）子育て支援課長 

 実は、私どもは最初から朝里幼稚園ということで決めてかかったということではございません。今の委員の方か

らご指摘もありました「げんき」で行っておりますこの「なかよしルーム」という事業なのですけれども、平成 15

年の実態の中で、年間１万 1,000 人ほどの子どもと保護者の方の利用をいただいております。そのうちこの月曜日

と水曜日の「なかよしルーム」においでになる人数というのが 5,300 人ほど、全体の利用から 50 パーセントを超え

るというたいへんニーズの高い事業になっております。その利用者のうち当然いらっしゃる方々は、奥沢ですとか、

天神ですとか、住吉ですとか、「げんき」の周辺の方々が一番多くて 46 パーセントほどなのですが、次に多いのが

いわゆる朝里・新光地区、そちらの方々に 25 パーセントほど利用いただいております。ご承知のとおり、朝里なり

桜町の方から行きますと、人によっては２路線バスを乗り継いでくるということもございまして、私どもとしても、
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何とかこの子どもの多い朝里・新光地区でのこうした事業展開というのを検討してきた経過がございます。その中

で、実は朝里幼稚園が 17 年度に向けて、ある意味、親と子を対象にした事業展開を検討している、そのための園舎

も建てるという、そういったことがいろいろな話合い、協議の場で出てきまして、それであればこの「つどいの広

場事業」を朝里幼稚園を事業主として進めていく可能性があるかどうかという、そういったところから立ち上げ、

今回新年度予算の中で計上しているところであります。 

○斎藤（博）委員 

 後で、朝里幼稚園になった経過というのは、今お話ししている部分もあるでしょうけれども、その前に福祉が所

管している、その子育て支援事業と、それから文科省が所管している幼稚園という事業が一体といいますか、一つ

の場所で展開されているように見えるわけでして、国でいう幼保一元化といいますか、そういった流れに沿ったも

のなのか、それとも今のお話ですと違うのかもしれませんけれども、たまたま幼稚園だったのか。逆に言うと、今

後「つどいの広場」というのを小樽がつけた名前ではなくて、国がつけている事業の名前だというふうになります

と、「つどいの広場」というところがどういったところでも展開できるだろうかと。逆に言うと、どういったとこ

ろがこの「つどいの広場」の受皿として想定されていこうとするのか。そういった部分もありますので、もう一度

この幼保一元化の絡みなり、それから文科省と厚生労働省の関係などについてお聞かせいただきたいと思います。 

○（福祉）子育て支援課長 

 17 年度から朝里幼稚園がこの事業を行うということで決定したとすれば、幼稚園の中で幼稚園業務はあくまで文

部科学省所管の事業です。それから、この「つどいの広場」は厚生労働省所管の事業ですから、幼稚園という器の

中で二つの事業をやるということで、まずご理解をいただきたいと思います。幼稚園事業の一部としてやるという

ことではありません。 

 それから、先ほど申し上げました国の実施要綱の中では、実施主体としてはあくまで市町村なのですけれども、

市町村がこの業務を円滑にできる業者というか、事業主に対して、委託又は指定して行わせることができるという

ことになっております。その事業主の例に挙げているものが社会福祉法人、ＮＰＯ、民間事業者等ということです

から、その意味では保育所ももちろんいいわけですし、幼稚園でもいいわけですし、その他の団体でもよいという

ことになります。 

 それから、実施の場所ですが、これも要綱の中では公共施設内のスペース、商店街の空き店舗、公民館、学校の

余裕教室、子育て支援のための固定施設、マンション、アパートの一室という、これもある意味ではその業務がで

きればどこでもよいというような事業として位置づけられております。 

 ですから、そういう意味ではこの幼保一元化の一つの形態ということではございませんけれども、私どもとして

は今後、それぞれ市内に 17 の幼稚園があるわけですけれども、単に教育機関という位置づけだけではなくて、幼稚

園がその子育て支援事業にもかかわってもらいたいという、そういった視点から進めている側面もございます。 

○斎藤（博）委員 

 今、予算の議論をしている最中なのですけれども、具体的に、例えば、朝里幼稚園でというふうになっています

けれども、幼稚園事業とは違う別の「つどいの広場事業」をお願いするのだとなると、当然今、朝里幼稚園で働い

ている方とは別に、何人かの方をこの事業のために採用するなり、確保してもらうなり、さらに専用のスペースの

確保とかということになってくると思うのですけれども、その辺についてもどういった指導ではないでしょうけれ

ども、小樽市が実施主体でありながら、今、朝里幼稚園に対してどういう条件を示しているのですか。 

○（福祉）子育て支援課長 

 形態からいいますと、この議会での予算議決後ということを、今、基本的にはそういう形態になるわけですけれ

ども、流れとしては幼稚園の方から実施計画書というようなものを出してもらって、予算書も含めてですけれども、

それに対して市がそれをオーケーというか、朝里幼稚園を事業者として指定をするという、そういった流れになる
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だろうと思っています。その意味では、現在、市内の民間保育所で行っております一時保育ですとか、延長保育で

すとか、特別保育事業の部分と形態としては同じような形態になるだろうというふうに考えております。 

 それから、お金というか、当然予算計上570万円ほどのせているわけですけれども、実はこの金額というのは先

ほど申しました国の補助要綱に基づいてその積算をして、国は２分の１、道が４分の１、市が４分の１の事業費と

いうことでつくったものであります。ただ、17 年度から国の予算の枠組みが、今までの補助事業から少子化対策交

付金という、そういった枠組みに変わったものですから、その意味では、歳入面についてはちょっと国の交付金に

なった形態をじゅうぶん見極めた上で、もう一度整理をし直すというか、組み直しをしなければならないのかなと

いうふうには考えております。 

 もう一点。事業実施をする場所ですけれども、現在ございます園舎の隣接敷地に、全体では 100 平方メートルほ

どの新園舎といいますか、隣接する建物を建てて、そこで事業を行っていくというふうには考えております。 

 実は、ちょっとこの雪で若干工事は遅れるかなというふうには思っているのですけれども、４月下旬ぐらいまで

には新園舎が完成する、そこの中で実施をしていきたいというふうに思っております。 

 ただ、事業そのものは４月からのスタートになりますので、その新園舎ができるまでの数回は旧園舎の中で事業

を起こしていくという、そのような形になるかなというふうに考えております。 

○斎藤（博）委員 

 漏れているのですけれども、要するにこの「つどいの広場」をやるための必要な人数。改めて聞きますけれども、

例えばどういった資格を持った方を置かねばならないのか。例えばいわゆる保育士とか、幼稚園教諭、そういった

方が必要なのか、それは例えば、子どもの数何人に対してどのぐらいの人を必要としているのかといったことにつ

いてお知らせください。 

○（福祉）子育て支援課長 

 これも国の要綱の中にうたわれていることなのですけれども、事業そのものが別に事前に申し込むとか、予約す

るとかということではなくて、子どもと母親が自由に訪れるということなものですから、何名に対して１名だとか

というそういったような保育所の最低基準のような基準はございません。 

 ただ、事業としてその要綱の中では、そのとおり読みますけれども、「子育て親子の支援に対して意欲のある子

育てアドバイザー２名以上を置くものとする」というような規定になっております。ただ、現状、朝里幼稚園側と

話をしておりますのは、基本的には保育士あるいは幼稚園教諭免許取得者をこの要綱に対応させるということで協

議をしております。 

○斎藤（博）委員 

 子育てアドバイザーとは具体的には何ですか。 

○（福祉）子育て支援課長 

 子育て親子の支援に関して意欲のある子育てアドバイザーとしか書いていないものですから、正直言って私もよ

くわかりません。 

○斎藤（博）委員 

 それはそれでそうなのかもしれませんけれども、私の言いたいのは、私は別に朝里幼稚園がうんぬんではなく、

小樽市がいろいろなところにお願いして、これが最初で最後ではなくて、子育て支援事業として展開していく最初

の始まりではないかなというふうに受け止めているわけなのです。国も子育て支援事業の中でいろいろ引きといい

ますか、子どもなり母親が来やすいような条件を整理する中で、子育て支援事業を展開していくという方針を持っ

ていると聞いていますから、そういう意味でこういう「つどいの広場」を、空き店舗活用というとちょっと違うと

は思いますけれども、やっていこうとしていると思うのです。 

 そういった中で、当然小樽市としてもそういった事業を活用して、小樽の市民の皆さんに子育て支援事業を展開
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していこうというふうに考えると思うのです。あえて聞いているのは、そういうときに子育てアドバイザー２人を

などと言わないで、小樽市はどこかの事業所なりＮＰＯなりにお願いすることになると思うのですけれども、やは

り前提として保育士なり、特に今回幼稚園というところなものですから、あまり、かわりといったら悪いですけれ

ども、幼稚園教諭の資格のある方という部分は、当然クローズアップされてくるのだろうと思うのです。やはり、

これは全く新規にやるところでしたら、完全にそういう資格のある方を確保するというのは、子育てアドバイザー

というのがどういう資格で言っているかわかりませんけれども、相談に来る母親なりが「あなた何なのですか」と

聞いたときに、私は子育てアドバイザーですと言うよりは、保育士ですとか幼稚園教諭の資格を持っている者です

ということでお話に向かうというのが、親としても安心だと思うし、事業としてもスムーズにいくと思うのです。 

 そういう意味で、改めてこういう事業をこれからも進めるというふうに考えたときに、小樽市のスタンスとして

は、お願いするときのその人の確保については有資格者、その、保育士か、それとも幼稚園教諭の資格を持った方

を配置してもらう、そういったことを前提に進めていきたいという部分をまず明らかにしていただきたいなという

ふうに思っております。 

○（福祉）子育て支援課長 

 委員ご指摘のように、私も国の要綱をそのまま読ませていただいたのですけれども、具体的にやるということに

なりますと、先ほど言いましたいろいろなことへの相談業務、あるいは親子で来て、いろいろな形での遊ばせ方と

いったらおかしいですけれども、実施時間の過ごさせ方、そういった部分から、やはり一定のそういった資格なり

教育なりを受けている担当者が望ましいのは当たり前ですので、当然この事業を実施するに当たりましては小樽市

としての実施要綱というものを策定いたしますし、それから実施事業主の方から、先ほどいいました事業計画書、

予算書の方も提出を求めることになりますので、その中で単に子育てアドバイザーとかいうことではなくて、その

担当する人間の資格要件等といったものも整理をしていかなければならないだろうというふうに考えております。 

○斎藤（博）委員 

 この項最後になりますけれども、先ほど来、この「つどいの広場」に関しても、例えば私の方が硬直しているの

かもしれないですけれども、登録している子どもの名前とか、何歳児が何人で、でとかいう話とか、そういったも

のがないというようなご説明があったと思うのですけれども、そういったことについてもう一度説明していただき

たいのと、それからこれは親、母親なり父親と一緒に来るということが基本だというふうになっているわけですけ

れども、例えば、子どもだけが来るということはありえないのかどうなのか。それから、最後ですけれども、これ

は無償ですか、有料でやるのですか。そこの部分についてお聞かせいただきたいと思います。 

○（福祉）子育て支援課長 

 今、朝里幼稚園の方で実施するのは月・水・金の週３回、この「つどいの広場事業」を行うということで進めて

おります。ですから、この「つどいの広場事業」としては、おいでになる方から料金をいただくですとか、そうい

ったものはございません。ただ、あく日にちが、幼稚園の方で独自事業をする場合については、それは直接市の方

で関知しませんので、そちらの方ではあるのかなというふうにも、あるのかないのかちょっとわかりません。 

 それと、「つどいの広場事業」はあくまで親と子が一緒に来る事業ですので、子どもだけをお預かりするとか、

そういった事業ではありません。ですから、先ほど申し上げましたとおり、「げんき」でやっている月曜日と水曜

日の事業形態と基本的には同じような形態というふうに考えていただいてけっこうだと思います。ですから、逆に

言うと事前に予約する、あるいは「つどいの広場」の事業に登録をして登録した人だけが利用できるとかという、

そういうことではなくて、本当にぶらっと来て過ごしていただくという、そういった事業です。 

○斎藤（博）委員 

 最後です。私の方が硬直しているのだろうと思うのですが、おっしゃっているのが公園みたいなイメージなので

す。子どもと母親が来て、アドバイザーといろいろな話をしたり、いろいろなことをやって帰っていく。どうして
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も登録だとか名簿だとか、私の性格かもしれないけれども、どうしても集約したがる性格があるのですけれども、

こういった作業はどういうふうになっているのですか。 

○（福祉）子育て支援課長 

 登録制とかいうことではないですけれども、当日そのときその日に来ていただいた方には名前ですとか、私ども

としてはどういった地域の方に結果としてご利用いただいているかだとかということもまとめたいというふうには

思っていますので、住所ですとか、名前ですとか、子どもの年齢ですとか、そういったものは来たときに名簿に書

いていただくというようなことでは考えております。 

○委員長 

 民主党・市民連合の質疑を終結し、共産党に移します。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○北野委員 

◎小樽病院長辞任について 

 小樽病院長辞任について質問します。 

 市長に伺いますが、その前に事務局長にちょっと事実を尋ねたいと思うのですが、この間、病院の院長辞任にか

かわって、小樽病院の病院スタッフから院長辞任を求める嘆願書というか要請書が出たとの話を複数から伺ったの

ですが、真偽のほどについて、まず説明してください。 

○（樽病）事務局長 

 私、正直と言ったらおかしいですけれども、その嘆願書というのはわかりません。 

○北野委員 

 嘆願書や要望書を知らないというか、そういうのが出たということはないですか。 

○（樽病）事務局長 

 それは私承知しておりません。 

○北野委員 

 複数から聞いたものですから、事実関係があればということで伺ったわけです。 

 市長に伺いますけれども、病院の最高責任者がおやめになると。条例上では副院長がその間代行するということ

になっているわけですから、しかし最高責任者がおやめになったということについて、今後の対策が市長として欠

かすことができないというふうに私は考えるのですが、まず基本的な見解をお聞かせください。 

○市長 

 現院長から退任の申出がありましたので、その方向で了承をいたしました。３月 31 日ということでございますの

で、早急に後任の院長の選考に入りますけれども、決定までの間は院長代行を置きたいというふうに思っています。 

○北野委員 

 医師を確保することができないと、その責任を痛感してということは新聞報道でも出されているわけですが、現

在、医師の確保ができない理由、これは北大のうんぬんという話も聞いていますけれども、本当のところはどうな

のかと。私も外的な要因というのはある程度理解できますけれども、小樽病院の実態に即して医師の確保ができな

いという理由は何ですか。 

○（樽病）事務局長 

 先ほど市長からも答弁しましたけれども、やはり基本的に今、16 年度大きく状況が変わったというのは何かとい

うと、やはり研修医制度で大学自体が医師の絶対数を確保することが非常に困難になったと。それで、17 年度から

は２年目になりますけれども、大学より地方の方に研修医が行く傾向が４割６割で逆転したということもあります

ので、その辺のますます厳しい状況があると思います。 
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 それと、具体的に 16 年度の状況で市立小樽病院を見ますと、先般から言っていますけれども、６月に皮膚科の２

人の医師、８月に眼科の１人の医師。明らかに私もわかったのですけれども、この年度途中での医師の退職という

のは、これはけっきょく数少ない医師がそれぞれの医療機関に配置されているわけですから、年度途中でその医師

を確保する、それはいくら医局に頼んでも、医局自体が年度途中ではどうしようもないという状況がありますので、

そういった状況が 16 年度では顕著に約３名の医師が出たという中で、いわゆる外来で出張医で対応せざるをえなか

ったというのが、もうちょっと具体的に言った話だと思います。 

○北野委員 

 よくわからないのですけれども、改めて聞きますけれども、研修医制度ということをおっしゃいました。それで、

地方と都会の大病院というのですか、その比率が逆転したということなのですが、待遇の面でのことなのか、それ

とも医者としての使命感に燃えてのことなのか、どういうふうに理解していますか。 

○（樽病）事務局長 

 これは 17 年度の研修医のマッチングの新聞記事からでしか、私は実際の医師がどういう考え方で病院を選ぶのか

ということはわかりませんが、その新聞報道の中では両方あったかと思います。一つはやはり待遇面。いわゆる報

酬の面で地方の方が手厚くするという、こういった事実があると。もう一つは、地方に行って一般的な診療を学び

たいという医師の本当の使命といいますか、本当と言ったら失礼ですけれども、そういった使命を感じて地方の方

に行くというふうな両方あると思います。 

○北野委員 

 事務局長に再度尋ねますけれども、小樽病院の現在勤務されている医師、契約というか年度途中というのは私た

ちも全く予想しないことだと思うのですが、その辺の契約というか約束はどういうふうになっているのですか。医

師に限ってはいつやめても構わないのですか。 

○（樽病）事務局長 

 それは基本的には本人の意思で、何か月前にというか、例えば我々としては一月前、二月前とかに知らせていた

だきたいけれども、そういうことも別に取り決められていませんので、あくまでも医師がやめたいということであ

れば、それは、仕方ないということで、あとは人情的にもう少しいてくださいとか、その程度ではないかと思いま

す。 

○北野委員 

 甚だ心もとない答弁ですね。それで、もともと医師確保の責任は、最高責任者である院長の責任だということは

私もわかるのですけれども、しかしたった一人に全部任せているわけではないと思うので、院長を頂点とする医師

確保のシステムはどういうふうに働いているのですか。 

○（樽病）事務局長 

 これはそれぞれ診療科によって実態を言いますと、医師の例えば、退職した後の補充の問題については、基本的

には院長が大学の医局に出向いて後任の医師をお願いするという形、それが基本に今までなってきております。 

○北野委員 

 そうすると、現在年度途中におやめになった皮膚科２人と眼科の方、これは今いないままだと。４月になれば、

４月１日からおやめになる方もおられるということなのですが、現在の診療科目に照らしてどこの科で医師が不足

する、穴があくか。これを説明してください。新年度から。 

○（樽病）総務課長 

 医師欠員の部分ですけれども、昨年４月１日とそれからこの４月１日とを比較いたしますと、内科で４名、整形

外科で２名、皮膚科で１名、麻酔科で１名、合計９名が減るということで、昨年４月１日が 40 名でしたので、この

４月１日には 31 名の現員となっております。 
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○北野委員 

◎病院会計について 

 そうすると、先ほどのこの補正予算にかかわって伺いますが、補正予算で一般会計から、他会計からの繰入金と

いうことで２億円補正しているのですよね。これは医師の不足だけの分でこうなったのか、それとも２億円の内訳、

これはだいたいどれぐらいで、こういう一般会計からの繰入金が急きょ必要になったのかという根拠を示してくだ

さい。 

○（樽病）事務局長 

 ２億円自体が、一般会計の補正予算での増額分で２億円のうち医師の不足分がどれぐらいかというのは、これを

説明するのはなかなか難しいのですけれども。 

○北野委員 

 医師の穴があいたことによって、診療休止になるわけでしょう。 

○（樽病）事務局長 

 例えば私の試算では、収益で減になりましたね。減額補正しましたね。そのうち２億 5,000 万円ぐらいは、やは

り医師の皮膚科なり眼科なりが、外来は出張費も出ていますけれども、基本的に手術を全く受けられない。そうい

う意味で試算しております。 

○北野委員 

 そうすると、新年度予算で、いわゆる病院会計ですけれども、ここでページは予算説明書の 296 ページ、他会計

負担金ということで一般会計から 6,400 万円余り計上しているわけですが、これは何で出したのですか。 

 17 年度予算説明書ですよ。296 ページ、ここで他会計負担金ということで一般会計から 6,400 万円、収入だから

一般会計から繰り出しているのでしょう。新年度はもらうということでしょう。違うのですか。 

○（樽病）事務局長 

 それは 296 ページの病院事業収益のところですか。他会計負担金が１億 3,893 万 9,000 円。 

○北野委員 

 これ 6,400 万円。その付帯事業収益のところで一般会計繰入金。他会計負担金というのもその上にあるのだけれ

ども、これも医師不足をみんな見込んでいるの。 

○（樽病）事務局長 

 いえ。これは一般会計が交付税措置もされていますので、例えば精神とか結核というのは交付税措置をされてい

ますから、いわゆる負担金というのは、これは当然。 

○北野委員 

 当然持ち出すべきものだと。 

○（樽病）事務局長 

 ええ。そして、いわゆる補助金というのは、第 17 条の３のいわゆる「経営を補助する」というものです。 

○北野委員 

 そうすると、今回の２億円というかなりの部分が、皮膚科と眼科の医師が途中でおやめになって、手術その他が

できなくなったことによる影響だと、金額も先ほど言われました。それで、総務課長がお答えになりましたけれど

も、前年度と比べて医師９人が不足したまま新年度スタートするということになりますね。これは一般会計からの

この中には入っていないのでしょう、この影響額は。そうすると、またどこかで高額の補正が出てくるということ

で理解していいですか。 

○（樽病）事務局長 

 先ほど総務課長が言った９名の医師不足、これは今のところそういうふうに見込まれますが、今いろいろな手だ
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てを講じて全く 17 年度が９名欠員でいくのかどうか、これは非常に不透明です。我々としては少しでも早く何人か

の医師でも補充できるようにいろいろな動きをしていかなければならないと思いますが、これはなかなか非常に厳

しい状況がありますので、北野委員がおっしゃったとおり、これはやはり収益的には非常に厳しい状況がもう当然

予想されると。 

○北野委員 

 当然局長が言うように放っておかないで医師を確保して、年度途中からでも採用すると、こういう努力はされる

と思うのです。 

 それで、財政部に伺いますけれども、財政再建推進プランというのがこの間示されました。この中で今回の補正

で組んだ２億円のように医師の不足による医療収益がダウンして、今度はかなり人数も大きいですから、補正で億

単位で出てくるのです。年度の途中でどれぐらいの方が採用になるかは、私もわかりません。しかし、局長の今の

答弁であれば、当然補正の必要が出てくると思うのです。しかし、17 年度から始まる推進プランの中に、こういう

医師不足で億単位のお金が出ていくなんていうことはどこかに書いてありますか。いろいろ数字におけるところに

は。 

○（財政）財政課長 

 今回の再建プランの現状の収支見込みは、小樽病院が今の医業収益を継続するとして計算しておりますので、今、

委員がおっしゃったような要素は含んでおりません。 

○北野委員 

 けっきょく再建プランの中には、いわゆる医師不足で穴があいたということを想定している金額は織り込まれて

いないということなのですね。だから、初年度からこの財政再建推進プランは億単位の財源が不足するのではない

かという、そういうたいへん残念な事態を今前にしているのです。 

 ですから、私は市長に、これは市長だけの努力ではいかんともしがたいという点は私も理解できますけれども、

小樽市の財政の現状を考えて、こういうことをいつまでも放っておくと、病院の局長以下に任せて、おまえらよろ

しくやれということだけではいかないのではないかというふうに思うのですが、市長自身の責任でこの問題につい

てどうかかわったらいいか、現時点ではどうお考えになりますか。 

○市長 

 医師確保の問題で、私も過去に大学へ行っております。したがって、これからもいろいろな情報をいただきなが

ら、私の出番があればいつでも出ていって要請したいと思っています。 

○北野委員 

 厚生常任委員会でも、医師のことで大きな黒字を出している大垣市の病院を視察してまいりました。ここの病院

ではたいへん封建的な名残だと思うのですけれども、名古屋大学の医学部の系列だということだったのです。そこ

からばかりだと、派遣されてくる医師がなかなか働かない人もいると。そこで、その人はもうおやめになっていた

だいて、今度は大阪大学の医学部から医師を引っ張るということで名古屋大学に連絡したら、大慌てでまじめな医

師というか、働く医師を持ってきてくれたと。だから、北大だけに頼っていたら、もうこういうこと全部しわ寄せ

を受けるわけです。だから、医師の世界は私たちが想像つかないようないろいろ難しい問題があるということは伺

っていますけれども、そういう方に踏み出してでも、医師をきちんと確保するという考えはありませんか。市長ど

うでしょう。 

○市長 

 私も北大へ行きまして、そのことは話ししてまいりまして、もし北大で医師を出せないのであれば、私どもとし

てはほかのところから集めたいということで、大学の方の了解をとってまいりました。 

 



平成 17年 3月 14日 予算特別委員会会議録（５） 

 

 
－16－ 

○北野委員 

 そうしたら、北大は、どうぞほかの大学にも話をかけていいですということなのですね。そうしたら、そういう

努力をぜひしていただきたいと。 

◎基本構想の精査・検討結果について 

 この問題の最後の項ですが、昨年の 10 月に新市立病院基本構想の精査・検討結果というのをいただきました。こ

の図表２で、現在の医師数と精査・検討した後の医師数とどういう違いがあるかということで、検討結果であって

も、現在より正規の医師、嘱託の医師含めて 19 人多くならなければならないと、こういう結果になっているわけで

す。しかし、現状は、今の診療科目でさえ９人の欠員を生じるような状況です。そうしたら、新市立病院の建物の

構想を得て、その内容に伴って病院の医師のことについても、ほかの職員も書いてあるけれども、一番肝心の医師

が 19 人新たに必要になるということになりますから、変更があるのだろうかと。だから、森岡院長がおやめになっ

たのは現在医師確保ができないと、新聞報道その他を見たり、聞けば、やはりその責任を感じておられるというけ

れども、新しい病院のこういう医師の数、新たに 19 人も増やさなければならないと。とっても展望がないというこ

とも前提にあったのではないですか。これを市長はどうお考えなのですか。 

○市長 

 基本構想では、確かにそういう人数が示されております。それで、その 19 人のうちの半分ぐらいは救急部門です

から、果たして医師の確保ができるのかという、そういう問題も含めて見直しをしていますので、それは見直すべ

きものは見直して、現状確保できる範囲で、やはり基本構想自体は先ほども答えましたように、見直すものは見直

していかないとなかなか難しい問題だなというふうに思っています。 

○北野委員 

 私の質問の最後ですが、こういう医師の問題については、救急体制を新市立病院につくるということは私も大い

に賛成です。今みたいなことが端っこにあるということについては相当市民から不満がありますから、そして交通

事故に遭った方の病院のたらい回しと、こういうこともなくなるということは市民の願いですから、こういう最小

限必要なことはやはり担当部門が相当努力されて、ぜひ実現をしていただきたいということをお願いしておきます。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○菊地委員 

◎ふれあいパスについて 

 ふれあいパスについてお聞きします。ふれあいパスの利用方法を、この４月１日からでありますが、回数券方式

に変えた理由について改めて説明してください。 

○（福祉）高齢・福祉医療課長 

 平成 16 年度から、利用者が１乗車につき現金 100 円を負担するということで導入いたしました。しかし、バス事

業者が４月から毎月実施しているふれあいパスの利用実態調査、こういったものから16 年度の利用状況を推計いた

しますと、バス事業者の負担が 20 パーセントを超えているという状況がございまして、バス事業者の方からやはり

実績に応じた支払というものをしていただきたいということがございましたので、その実績に応じて利用者と市と

それからバス事業者が負担するというような方法で、ふれあい回数券を導入したものでございます。 

○菊地委員 

 回数券方式に変えて利用実績をしっかりつかむということになると、どのようにカウントされるのかということ

についてお聞きしたいと思います。 

○（福祉）高齢・福祉医療課長 

 カウントの方法は、利用者が事前にふれあい回数券を購入しますので、その販売枚数に応じて利用者なり市が負

担するという方法でございます。 
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○菊地委員 

 販売枚数ですか。改めて確認しますけれども、実際にバスに乗って、入れた、使われた数ではなくということで

すか。 

○（福祉）高齢・福祉医療課長 

 販売枚数に応じて市が負担する形です。 

○菊地委員 

 利用実績というふうになりますと、実際にバスを利用して使われた回数券に基づいてというふうに考えるのが普

通なのですが、どうしてそうではなくて販売枚数が実績カウントになるのかについて説明してください。 

○（福祉）高齢・福祉医療課長 

 中央バスの方では、要は回収した回数券というのをカウントするシステムになってございませんので、回数券の

販売枚数の実績に基づいて市が負担していくという形にしたものでございます。 

○菊地委員 

 実際使われた枚数をカウントする方式はないとおっしゃいますけれども、実際に利用実態、今まで中央バスはや

っていますよね。15 年度もやっていますし、16 年度も利用実態をきちんと調べていますよね。そういう方式をとっ

たら、実際の利用実態というのはカウントできるのではないでしょうか。 

○福祉部長 

 なぜ今回こういう形でさせていただくかという部分でいいますと、従来中央バスで調査していたのは、月３日ほ

どを実際全数調査して、そしてそれをベースにして推計をしておりました。ですから、あくまでも推定の域をなか

なか出ない部分がございました。そういう中で、今回、乗車による利用実績ということを、やはり私どもは目指さ

なければならないということで、そういうことも実際に考えたわけです。しかし、札幌市のように、やはり具体的

な完全なる把握をするということになりますと、プリペイドカード方式にしまして、それをまたカウントする装置

をつけていかなければならないということになりました。そうしますと、相当な経費等がかかるものですから、実

際問題、販売による利用実績といいましょうか、そういうもので１回 100 円の券つづり、そういうものを事前に購

入していただきまして、その実績で支払いするという形にさせていただいたわけでございます。 

○菊地委員 

 それでは、実際事前に購入された回数券というのは、今、中央バスが販売している一般の回数券がありますよね。

それについては利用期限とかというのはないわけなのですけれども、このふれあいパス事業の回数券というのも、

買い求めたらずっと使えるというふうなシステムになるのかどうかについてお聞きしたいと思います。 

○（福祉）高齢・福祉医療課長 

 17 年度のふれあい回数券ということで販売させていただきますので、これについては一応来年の３月まで販売い

たしまして、この部分については３月中に買ってすぐというのは使えませんので、基本的には２か月程度猶予を見

まして、５月ぐらいまで利用可能ということで考えてございます。 

○菊地委員 

 高齢者ですから、特に事前に購入した回数券を、あるいは紛失したりとか、また買ってしまった後に急に入院す

ることになったとか、さまざまな理由で回数券が 100パーセント使われる保証というのは考えられないのですけれ

ども、実績重視ということで個人の 100 円負担を導入してきた、それまでの経過とも矛盾するのではないかなと思

うのですが、その辺についてはいかがですか。 

○福祉部長 

 私どもも当初平成 16 年度からワンコインといいましょうか、100 円負担という形で制度をつくらせていただいた

わけでございます。この制度で私どもいきたいという思いはございました。再三再四、中央バスとも交渉を続けて
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きた経緯がございます。そういう中で、やはりこの 100 円コインでございますと、この中央バスが札幌市等々やっ

ている、少なくとも民間事業者として２割負担が限度であると、こういう形の中でこれらの負担をして、２割以上

超える部分については、当然利用者と小樽市として負担をしてほしいと、こういう強い要請がございまして、いろ

いろずっと協議を続けてきたわけですけれども、この部分がクリアしなければ、やはり制度としてなかなか維持し

ていかれないという部分もあったものですから、そういう中で先ほど来言いましたとおり、ある程度利用実績が把

握できる方法、こういうものを方法として導入して負担割合を決めていくと、こういう形で制度改正をさせていた

だいたところでございます。 

○菊地委員 

 その考え方はわかるのですが、それではあくまで推測の域を出ないとおっしゃっていますけれども、この平成 16

年４月以降、中央バスが利用実態を調査していますけれども、回数券販売数はこの利用実態よりも同等になるのか、

少なくなるのか、多くなるのかと、その辺の見込みについて福祉部はどのようにとらえていらっしゃいますか。 

○（福祉）高齢・福祉医療課長 

 今のところ私どもの方では、だいたい推計が 10 月ぐらいですと340 万回ぐらいということで見込んでいましたの

で、基本的にはそれよりも少なくなるということで考えてございます。 

○福祉部長 

 推計と比べて多くなるか少なくなるかということでございますけれども、先ほど来答弁申し上げていますとおり、

３日間の調査によります推計という部分がございますので、実際天気の影響ですとかいろいろな影響がございまし

た。そういう中で冬場を迎えての中で、若干やはり冬場は予定したより少ない状況ではありますけれども、当初中

央バスでは、利用実績から推計しますとだいたい 28 パーセント程度の負担という話をしてございました。ただ、こ

の部分、やはり冬場を迎えて若干下回っておりますけれども、実際問題、４月以降のスタート状況を見なければ、

私どもも増えるのか、減るのか。28 パーセントからいきますと、１億 5,000 万円の負担が約２億円前後ということ

でございますので、２割負担でいっても２億円前後と、こういう推計はあるのですけれども、実際問題どういう形

でいくか。この冬場からすると若干少なめに動いている部分もございますので、そんなことからこの１億 5,000 万

円を下回るのか、上回るのか、そこら辺は実際にやってみないとちょっとわからないというふうに思っていますが、

若干上回る可能性は高いのかなというふうには思っています。 

○菊地委員 

 もうこれ中央バスとの交渉は、文書とかで確認してしまったのでしょうか。その辺は。 

○福祉部長 

 協定書は４月１日でございますので、まだ結んではございません。 

○菊地委員 

 中央バスがこのふれあいパス事業に参加していただいているということは、たいへん市としてもありがたいこと

だろうと思うのですが、でも小樽市民にしてみたら中央バスしか使うものはないわけですから、小樽の企業として

こういう事業に参加していただくという企業の在り方としては、また当然ではないかなと思うのです。市長、まだ

交渉中だということですので、とりあえず、過払いになることだけはぜひないように、今の負担分でとりあえず１

年間様子を見るというようなことも含めて交渉する余地はあると思うのですが、いかがですか。 

○市長 

 正式に契約していませんけれども、方針はそういうふうに決めさせてもらいましたので、今から変更するという

のはたいへん難しいと思います。ただ、過払い過払いと言いますけれども、それほど回数券を何十枚も買う人はい

るかなという感じはしますので、若干の使用残はあるかもしれませんけれども、そう大きな手元に残るということ

はないのではないかなという感じはします。車内で販売するというふうに聞いていますから、車内そのほかいつで
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も販売するといいますから、やはりなくなったら購入するということでたぶんいくのだろうと思いますので、これ

は今の現状の中ではいたし方ないかなと思っています。 

 ただ、当初はっきりさせるために、プリペイドカード方式という提案もあったのです。この機械装置を全部市が

設備してくれという、そういう話があったものですから、そこまでとても全車にこのプリペイドカードの機械を全

部市が用意するという話にはなりませんので、これはやはり回数券方式しかないなということで、そういう方向で

決めさせてもらいましたので、ご理解を願います。 

○菊地委員 

 納得はしませんけれども、どちらにしても厳しい市の財政、財産の状況ですので、随時この見直しをかけるなり

の努力はしていただきたいと思います。 

       （「変な契約したらだめだよ。そんな余計な金払うなんていうことを何でするのだ」と呼ぶ者あり） 

 せっかく市長いらっしゃるので、もう一件だけお聞きします。 

◎子育て支援のごみ袋無料配布について 

 ごみ袋の有料化にかかわって、子育て支援に力を入れたいと市長は常々おっしゃっていますので、実は新生児の

ごみ袋については無料配布をしていただけるということなのですが、そういう報道がされた後に、早速おむつをす

る期間が１歳未満とは考えられないという子育て中の母親たちの声です。せめてだいたい２歳前後でおおかたとれ

るのですけれども、それが冬の時期とかになりますと、２歳半、３歳でとれるというものですから、ぜひこの枠を

広げていただきたいという声も大きくなってきているのですが、検討していただけないかという質問です。 

○市長  

我が家の孫も１歳半でまだおむつをしていますので、個人差はあるのでしょうけれども、２歳近くまでいくのか

なという感じはしています。ただ、今、ここで年齢を引き上げるとか、その他の要望もありますので、高齢者の問

題もありますから、そんなことも含めてトータルの中で検討していきたいなと思います。 

       （市長退席） 

○菊地委員 

◎税制改正による国保料への影響について 

 次に、国保の問題について若干お聞きします。 

 平成 16 年、17 年の税制改革にかかわって、市民の国保料にどのような影響が出てくるのかというような具体的

な例も示しながら、説明していただきたいと思います。 

○（市民）保険年金課長 

 税制改正にかかわる国保料への影響についてでございますけれども、16 年度の税制改正で老年者控除の廃止がご

ざいます。それから17 年度の税制改正で、所得 125 万円以下の住民税非課税限度額の廃止、これもございます。こ

の二つにつきましては、住民税をベースにしました賦課基準として採用しているところ、主に大都市などでは影響

が出るということなのですけれども、小樽市の控除の算定方式ではそういう影響が出るということはございません。 

 それからもう一点は、公的年金等控除の縮小・引下げがございます。これにつきましては65 歳以上の年金受給者

について17 年分の所得が適用されるということで、18 年度以降の保険料のことが該当するのですが、具体例で申

し上げますと、例えば年金収入が 200 万円の場合ですと、控除額が現行 140 万円から 120 万円に引き下がるという

ことがありまして、仮に16年度、今年の所得割の料率12.4パーセントですが、それで計算しますと年額で２万 5,800

円ぐらいの増加になると思われます。 

○菊地委員 

 今、具体的な例でお示しいただいたのですけれども、小樽で加入者全体の中でどのぐらいの割合がいらっしゃる

かというのはわからないのですか。 
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○（市民）保険年金課長 

 先ほどのその影響額というのは、年金収入が 153 万円以下の方については控除後の所得がゼロになりますので、

影響はないのです。どれぐらいの割合で影響が出てくるかというのは、今、具体的な数字は持っておりません。 

○菊地委員 

 今、説明いただいたのですけれども、税金が取られるようになると。なおかつ国保料が上がるということになる

と負担が大きくなるのですけれども、負担の軽減策とか、そういうことは今のところないのでしょうか。 

○（総務）保険年金課長 

 今、国の方でそういった負担増に何らかでも配慮した緩和策といったものを検討しているというか、そういう方

針であるということは聞いております。ただ、具体的な中身につきましては、まだ 18 年度からのことなので、具体

的なものについてはまだ何も携わっておりません。 

○菊地委員 

◎資格証・短期証について 

 資格証明書、短期証のことについて１点お聞きしたいのですけれども、２月２日、支庁国保担当者会議で資格証・

短期証という交付状況にかかわって、いわゆる手遅れ死と言われる問題も指摘されているので、資格証などの発行

後においても、被保険者の実態を市町村でじゅうぶん把握するようにという内容で指導されたというふうに聞いて

います。小樽市では資格証・短期証でこれまで対応されている方に、その後の対応としてどのようにされているの

か、また実際にそういう方々が病院での診療が必要になったときには受診できているのかどうかということについ

ての現状についてお聞きしたいと思います。 

○（市民）和泉主幹 

 資格証と短期証の方が受診できないまま手遅れで死んでしまうというようなことのないように、実態をじゅうぶ

ん把握してというお話ですけれども、今、資格証の方というのは、実際にはなかなか我々が接触できないでいる方

に資格証が交付されているというのが実態であります。ただ、小樽市内では今どのような方が資格証を持っている

かというと、前の１年未納の方、あるいは一部納入されたのですけれども、その後連絡がなくなっている方で、３

か月証を窓口にとりにきてくださいという方が見えられなくてというのが資格証を交付されている人たちです。 

 そういう人たちの中で、資格証のまま病院にかかる必要が出てくることがございます。窓口に、実は病院にかか

らなければならなくなったということで相談に見えられる方があります。我々はまず治療が優先だということで話

しまして、それで今後の納付の計画のことなり、それからその方の今の状況などをお聞きした上で、まずは３か月

証を交付して、すぐ病院にかかれるように対応していくと。必ずしも納入がなければ資格証のままだというような

対応はしておりません。 

 さらに、資格証のまま病院にかかる方があります。普通の保険証と区別のないまま行って、実は資格証だという

ようなことで、病院で初めてわかるような方がございます。そういう方の中には病院から実はということで、我々

の方に連絡が来る場合があります。そういう方に対しては病院に話をしまして、こちらに納付の相談とかにぜひ来

てほしいという話をいたします。それから、病院ではとりあえず保険の扱いでやってください、これで連絡がとれ

ましたので、これからはきちんとお話ししますということで、保険の扱いでとりあえずやってくださいということ

をいたします。 

 それから、病院から連絡の来ないまま、資格証のままでかかる方がおられます。これは特別療養費ということで、

10 割負担したというレセプトが来ます。こういう方につきましても保険料、そういった負担、あるいは医療費の負

担の話をするいい機会でございますので、外勤等で接触努力しているところです。そういう意味では会ってお話し

できた場合には、これは我々の仕事ですけれども、できるだけ保険証をお渡しして受診できる態勢をとってあげた

いと。もちろん納付もしていただきたいというようなことをしておりまして、接触機会の確保ということを、この
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位置づけの中で考えているということでありまして、最初にお話がありましたような手遅れ死とか、そういうこと

のないように、納付がないままずっと会えていない方にできるだけ接触を図っていくということを、ふだんの仕事

の中で行っているつもりでございます。 

○菊地委員 

 この資格証・短期証の発行数が、全国的にも全道の中では非常な比率を示しているという実態がある中で、小樽

市はさまざまな経験、多様な経験の取組で、こういうふうにして病院にかかれない状態をなくするということでの

実績をつくっていますので、引き続きそのあたりで、ぜひ市民の命を守るべき立場で検討していただけるかなとい

うことをお願いしたいと思います。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○北野委員 

◎医師不足と病院収益の関係について 

 市長は退席されたのですけれども、先ほどの医師不足の件と病院の収益にかかわることなのだけれども、仮に医

師の充足がつかないで平成 17 年度が終わった場合に、９人不足でいったら幾ら穴があくというふうに踏んでいます

か。 

○（樽病）事務局長 

 すみません。９人では試算しておりません。 

○北野委員 

 いつわかる。とりあえず仮に９人欠員のままいったら、幾ら収益で影響出ますか。 

○（樽病）事務局長 

 なかなか診療科によって診療報酬が違うものですから。 

○北野委員 

 それは先ほど聞いた。 

○（樽病）事務局長 

 それを９人だから９掛ける幾らでできるかどうか、私の方でもちょっと勉強してみなければわかりませんが。 

○北野委員 

 だって、診療科目ごとに先ほど課長、内科４人とか整形外科で２人、皮膚科１人、麻酔科１人と、合計９人減る

と。 

○（樽病）事務局長 

 診療科目ごとの診療報酬というものが違いますし、その医師がいないことによってどれだけの減収になるのか、

それは私もちょっと今勉強してみなければわかりませんので、今すぐ出せるかといったらちょっと難しい面もござ

いますので、出すようにちょっと勉強したいと思います。 

○北野委員 

 厚生常任委員会までに間に合いますか。 

       （「間に合わないと思います」と呼ぶ者あり） 

○（樽病）事務局長 

 ちょっと時間ください。 

○北野委員 

 そんなに難しいのですか。 

○（樽病）事務局長 

 ええ。 
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○北野委員 

 そうしたら、去年の年度途中で皮膚科と眼科の医師がいなくなったのでしょう。けれども、補正のときは、ちゃ

んと一般会計から繰り入れてくれと言って金額を出しているでしょう。 

○（樽病）事務局長 

 それは、たまたま計算しやすかったのは、皮膚科に２人医師がいるのが２人ともいなくなって、丸々収益がなく

なった。眼科の１人いた医師が１人いなくなって、これは非常に計算しやすい。今、内科の医師が２人いなくなっ

て、内科の診療報酬で医師ごとのどれだけ稼ぐなんて出していませんから、それを単純で８あるうち２減ったから

といって８分の６でやればいいのかというと、その辺ちょっと勉強をしなければ。いわゆる委員に自信を持って出

せる数字というのがつくれるかどうか、ちょっと今のところ。ですから、常任委員会はちょっと難しいかなという

ふうには思います。 

○北野委員 

 前の局長のときもそうだったのですけれども、医師ごとのあれが出ていないということは私はうまくないと言っ

た。けっきょく病院の関係者の中にも、この医師は働かないと、午後の１時か１時半になっても現れないと、どこ

にいるかと探したらプールで泳いでいたと、こういうようなことがあるのです。だから、医師ごとの、Ａ先生、Ｂ

先生、Ｃ先生、幾ら働いているのか明らかにして、成績の悪い人についてはきちんと正すようにしなさいと言った

ら、そうしますと言っていたのだ。コンピュータが古いからワンタッチで出てこないと、こういう言いわけもして

いたのです。けれども、あれ以来何年もたっているのです。全然改善されないのですか。 

○（樽病）事務局長 

 そういう意味では、医師ごとの診療報酬を、私も委員と同じようにつかまえなければならないという認識はあり

ますけれども、ただ当時の事務局長が答えたのかどうかわかりませんけれども、それを医師ごとに診療報酬を区分

けして出すというのは、これは非常にシステム的にも根本的に改善しなければならない。それはいつの時点で委員

にそういう答弁をしたのかわかりませんが、今、そういうふうなシステムになっていないということは事実ですし、

今、そのシステムをつくり上げるとすると、また相当な費用がかかりますけれども、それはすべて適正、いわゆる

原価計算の話になるのですけれども、その辺のシステムは残念ながらうちの方はまだできていないというふうな状

況です。 

○北野委員 

 病院の大変な経営を立て直していく上で、やはり医師の役割というのは非常に大きいのです。だから、どの病院

でも、最新式とかスーパーコンピュータとは言いませんが、ある程度の性能があるコンピュータを入れればそれく

らいできるから、私は知り合いを通じて紹介していただいて聞きました。大きい病院は、どこの病院でもそういう

努力をしているのです。医師ごとの働きがわかるように、なぜ小樽病院だけやらないのですか。 

○（樽病）事務局長 

 現実的に今そういったシステム自体の検討なりというのはすると言ってきて、現実にできていない、それが今の

こういう状況になっているかもわかりません。そういった意味では、やはり新しい体制の下で、そういった医師ご

との診療報酬がどうなっているのか、原価計算をどうしてやっていけばいいのか、その辺はやはり具体的に新しい

体制で検討していかなければならないと思います。 

○北野委員 

 新しい体制、新しい体制と言うけれども、いつ新病院が立ち上がるかわからないわけでしょう。しかし、現実的

には今一般会計から持ち出して、赤字になったら新病院は立ち上がらないから、だからもう一般会計から繰り入れ

ているわけでしょう。だから、診療時間に来ないでプールで泳いでいても、今あるかどうかはわかりませんけれど

も、給料だけはちゃんともらえると。こういうことをやっているから、民間の開業医から言わせればもう本当に生
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ぬるいと、真剣に小樽病院は経営の改善に努力していると思われないと言っていますよ。どうして前から指摘され

てきたことが全然改善されないまま今日にいたるのですか。あなた方のやり方というのはわからないです。 

○（樽病）事務局長 

 同じ答弁になりますけれども、今までそういうことをやってこなかった事態が、やはり今の小樽病院の姿を表し

ているのだというふうにも一つ言えるかと思いますので、新しい体制の下でそういったものも踏まえてやれるもの

はやる。そういったものでいわゆる経営改善になるというものをいわゆる人事管理、マネジメントですけれども、

そういったものを真剣に早急に取り組んでいかなければならないと思います。 

○北野委員 

◎ふれあいパスについて 

 最後ですが、先ほど菊地委員が指摘した重要な問題で、ふれあいパスの問題なのだけれども、中央バスは実態よ

りも市からもらうお金が少ないと。だから、せめて実態に見合うように制度を改善してくれということで、回数券

方式にしたのでしょう。そうしたら、この回数券というのは、普通は 1,000 円買えば 1,100 円分来るのですけれど

も、ふれあいパスの回数券というのはどういうふうになっていますか。 

○（福祉）高齢・福祉医療課長 

 今回の回数券につきましては 10 枚つづりということで、１枚 100 円の負担で 10 枚つづりということです。 

○北野委員 

 それだったら回数券でないでしょう。プレミアも何もないと。その上に実費だけ払うというのは、先ほど菊地委

員が指摘したようになくす人もいるし、１年１年更新していくという話だから、病院に入って４月、５月使えない

まま、言ってみればその回数券が無効になってしまうと。だから、少なくとも回数券だったらずっと使えるように、

プレミアムもついていないのだから、せめてそれぐらいのことをやって、買った回数券は無駄にならないというよ

うなことぐらいにはならないのですか。それが実態に見合うやり方ではないですか。 

 だから、例えば 100万人分、100万回数分足りないとなれば、その回数券でやれば押さえられるわけでしょう。

それをなぜ販売枚数を基礎にしてやるのか。そんなことはおかしいでしょう。だから、実態に見合うのだったら、

少なくとも１枚１枚あれを数えるというふうにはならないかもわからないけれども、そういうふうに実態に見合う

ように回数券ということで中央バスの方で言うのであれば、使った回数券をはかりにかけてはかるとか、そんなこ

とあるでしょう。分厚い紙で印刷して。そういうようなことはどこでもやっているのです。 

 だから、実態よりも多く払うということはあらかじめわかっていると。そういう契約にサインするなんていうの

はこれ認めがたいですから、これだけは強く言っておきます。終わります。 

○委員長 

 共産党の質疑を終結し、この際暫時休憩します。 

 

休憩 午後２時 46 分 

再開 午後３時 10 分 

○委員長 

 それでは、休憩前に引き続き、会議を再開し、質疑を続行いたします。 

 自民党。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○小前委員 

 よろしくお願いします。 

◎高齢者世帯への紙おむつ用ごみ袋支給について 
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 見楚谷議員の代表質問にありました老人おむつの無料配布とそのごみ収集の無料化を実現いたしますと幾ら経費

がかかるか、尋ねます。 

○（環境）間渕主幹 

 高齢者世帯への紙おむつ用ごみ袋の支給についてでございますが、一応他市のを参考に幾つかお答えいたします

と、有料化を実施している中で、深川市におきましては家族介護用品助成事業として紙おむつを支給している世帯

に、非課税世帯を所得制限の世帯といたしまして、年間 40 リットル袋を 25 枚ほど支給しておりまして、年間 2,000

円ほどの減免となってございます。帯広市におきましては要介護３以上の世帯に対しまして、ここは所得制限なし

に月 100 リットルということで年間 3,600 円ほど、それから室蘭市におきましては、寝たきり老人に対して毎月 30

リットル袋を 20 枚ほど郵送してございます。それから、砂川市におきましては、同じく寝たきり老人の紙おむつ支

給世帯に対して指定ごみ袋を支給してございます。なお、平成 17 年４月、小樽市と一緒に有料化を実施いたします

釧路市におきましては、介護用品助成事業を受けている方で 65 歳以上の方に年間 30 リットル袋を 40 枚、その中で

紙おむつを受けている世帯につきましては、生保世帯、非課税世帯に対しまして、同じく年間 30 リットル袋 40 枚

の 3,000 円ほどを１人当たり減額する予定となってございます。 

 そして、ただいまのご質問にありました小樽市についての今後の考え方でございますが、これらの他市の制度を

参考にいたしながら、対象とする世帯、所得制限、それから枚数と、これらを私どもとしては今後検討いたしまし

て、今後の具体的な制度の検討に入ってまいりますので、現時点のところ金額的なものは申し上げられませんが、

他市についてのこのような例を参考にしていきたいということで答弁させていただきます。 

○小前委員 

 ただいまのお答えはおむつのごみの無料化についてお答えいただきましたけれども、おむつの無料化については

いかがですか。 

○（環境）間渕主幹 

 紙おむつの支給制度は、在宅における家族介護用品助成事業というのを福祉部の方で行っていると思います。私

どもの方は、それを出すときに必要となる指定ごみ袋の制度を先ほど申し上げさせていただいたわけでございます。 

○（福祉）高齢・福祉医療課長 

 福祉の方では、家族介護者ということで要介護４と５の寝たきりの老人の家族を対象に、月 8,330 円を限度に助

成してございます。 

○小前委員 

 小樽市も前向きに検討いただきたいと思います。 

◎高齢者の虐待について 

 次に、昨年高齢者の虐待が７件あったという報告がございました。その報告の内訳についてお教えいただきたい

と思います。 

○（福祉）高齢・福祉医療課長 

 内訳につきましては、７件のうち身体的虐待が２件、心理的虐待が２件、経済的虐待が１件、それから介護、世

話の放棄・放任、これが２件という状況でございます。 

○小前委員 

 では、７件の通報者はどなたなのでしょうか。 

○（福祉）高齢・福祉医療課長 

 通報者といいますか一応相談ということで、通報というか、相談というか、どちらともとれるのですけれども、

一応本人からまず１件、それから家族から１件、ケアマネジャーとか介護サービス事業者、保健師含めた保健福祉

専門職、そういった方から５件ということで合計７件となってございます。 
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○小前委員 

 高齢者の虐待というのはおおかた親子だとか兄弟で介護している場合が多いですので、実態は隠れたものがかな

りの数になると思うのですけれども、その防止策はどういうことをお考えなのかお知らせいただきたいと思います。 

○（福祉）高齢・福祉医療課長 

 現在、特別に相談窓口というのは設けてございませんので、今、国の方におきましても、例えば在宅介護支援セ

ンターというのがございまして、それを活用した高齢者虐待防止ネットワークの構築というのを考えてございます。

それから、議員立法による高齢者虐待防止法案というものも提出の動きがございますので、そういったものの動向

を見極めながら、当然相談窓口あるいはネットワークの体制づくり等を検討していきたいと考えてございます。 

○小前委員 

◎児童虐待について 

 では、16 年度の児童虐待は 22 件あったと伺いました。まず、子どもの年齢層についてお教えいただきたいと思

います。 

○（福祉）子育て支援課長 

 本会議の中でも市長の方から答弁いたしておりますが、22 件ということでとっております。ただ、この 22 件が

すべて虐待という形で判定することのできない、しなくてもよいようなものもあるわけですけれども、一応私ども

としては、その児童に対して何らかの支援が必要だったものということで 22 件と申し上げました。 

 年齢の部分なのですが、件数は 22 件でございますけれども、１件の通報について対象の子どもが２名いる、３名

いるという形にもなっておりますので、児童数でいいますと33 名です。年齢内訳ですが、就学前の児童が 10 名、

小学生が 17 名、中学生が５名、中学生以上が１名の合計で 33 名です。 

○小前委員 

 これも通告した方々はどういう方なのでしょうか。 

○（福祉）子育て支援課長 

 通告別ですが、学校から来たものが５件、保育所あるいは病院等の機関から来たものが４件、それからこの場合

は離婚した後の父とかいう部分も含まれるのですけれども、親せき関係から３件、あと民生児童委員から３件、知

人・近所から来たものが３件、児童相談所経由で来たものが２件、それから本人から直接来たものが２件、計 22

件です。 

○小前委員 

 学校から来た５件の中身はどういうことなのでしょうか。 

○（福祉）子育て支援課長 

 学校から来たものは多くはネグレクトという、養育放棄と一般的にはそういうふうに言われているわけなのです

けれども、学校の先生が日常の子どもの様子を見て、きちんと食事が与えられていないですとか、身なりですとか、

そういった部分で気づかれて、何らかの支援をした方がよいのではないかということで児童相談所に行って、うち

に回ってくる、あるいは直接市の方の窓口に来る、そういったような内容になっております。 

○小前委員 

 では、22 件の児童虐待の加害者はどなたなのでしょうか。 

○（福祉）子育て支援課長 

 ほとんどが保護者、父・母になっているわけですけれども、養父母も含めまして母が 19 件、父が３件の計 22 件

です。 

○小前委員 

 夜間とか休日の保護体制はどういうふうになっているのですか。 
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○（福祉）子育て支援課長 

 委員もご承知のとおり、児童福祉法が昨年の暮れ一部改正になりまして、平成 17 年度の４月から市町村の果たす

べき役割というのがたいへん大きくなりました。小樽市では平成 12 年度に、この虐待対策の関係で連絡協議会を設

けておりますが、法改正に基づきまして、その体制も新たに 17 年度から再編をしなければならないというふうに考

えております。そういった中では夜間・休日も含めての連絡の体制というのをつくらなければならないことになり

ますので、例えば休みとか夜、役所に電話をかけますと、守衛が出るわけですけれども、虐待と思われるものにつ

いては、担当しております私なり私の課の何人かと連絡がつくような体制をとっていかなければならないというふ

うに思っております。 

○小前委員 

 福祉部でもこの虐待を減らすためにどういう防止策をお考えなのか、お答えください。 

○（福祉）子育て支援課長 

 先ほども相談者・通告者の部分で学校、保健所、地域の民生児童委員の方々ということで申し上げましたけれど

も、一つはこういった子どもを預かっている機関あるいは地域の中で、そういったものあるいは疑わしいものも含

めてできるだけ早く相談をしていただく、連絡をしていただくという体制づくりが必要だろうというふうには思っ

ております。 

 それともう一つは、育児不安ですとか孤立感ですとか、そういったものが虐待につながるケースもございますの

で、現在行っております子育て支援センターあるいは保育所、もちろん保健所の保健師でも健康相談等々いろいろ

な機関がございますから、そういったところでの子育てに関する、育児に関する相談等が気楽にできるような体制

づくりが必要かというふうに考えております。 

○小前委員 

◎新市立病院について 

 では、新市立病院について伺います。 

 18 年３月に適正配置が計画どおりにいって場所が決まったとして、何年かけて病院はできあがりますでしょう

か。 

○（総務）市立病院新築準備室八木主幹 

 ただいま教育委員会の方で小学校の適正配置の説明会等をやっているところでございますけれども、いろいろな

課題がある中で建設場所もまだ決まっていない状況の中で、何年ということを申し上げることは難しいのですけれ

ども、四、五年かかるということで答弁してございます。 

○小前委員 

 では、2010 年の小樽市の人口と高齢化率についてお答えください。 

○（総務）市立病院新築準備室八木主幹 

 2010 年でございますけれども、基本構想の 21 ページに財団法人統計情報研究開発センター調べで小樽市の推計

人口を載せてございますけれども、2010年では 13 万 4,717人というふうになっております。 

○小前委員 

 高齢化率は。 

○（総務）市立病院新築準備室八木主幹 

 高齢化率でございますけれども、29.5パーセントということで推計してございます。 

○小前委員 

 人口が１万人も減って、30 パーセント近い高齢化率というわけですよね。それが市立小樽病院の出発点になるわ

けですね。そこをよくお考えになって建てていただきたいと思うのです。 
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 室蘭の市立病院は、平成９年６月に 177 億円かけて建設されています。総ベッド数が 609床で、そのうち精神科

が 180 床もあって驚くのですけれども、そこには地域の事情があるのかもしれません。でも、室蘭には日鋼室蘭と

か、新日鐵病院とか、かなり大きな病院もございます。だけど、ここ平成９年に建てたときの人口が 10 万 9,000

人ぐらいで、現在はちょうど10 万人ぐらいです。毎年 1,000 人ずつ人口が減っています。その分１人当たりの市民

負担が大きくなってきているというわけです。室蘭は人口 10 万人で、一般財源から入っている投入額が 11 億円で

す。小樽市は人口が今は 14 万 5,000 人で 14 億円ぐらい入っていますから、同じぐらいの割合ではあるのですけれ

ども、どうぞ新市立病院に向けて今後とも他都市のこういう例を参考にして、後々禍根を残さないような建て方を

してくださいますようにお願い申し上げます。 

○（総務）市立病院新築準備室長 

 将来の病院の計画についてのお話でございますけれども、やはり基本構想のときにも当然そういったようなこと

を考えまして、先ほど主幹の方から答弁がありましたけれども、2010 年で約 30 パーセントの高齢化率だというこ

とで、これも 2015 年をだいたいピークにいたしまして高齢化率が上がっていきますけれども、その後ある程度落ち

ついて高齢化の人口が減っていくというような形になって、横ばい的になっていくというような推計になっており

ますけれども、高齢者が多くなれば有病率も当然上がるわけでございまして、病院にかかる方も多くなるかと思い

ます。そういったことも含めて基本構想では検討しておりましたけれども、先ほど市長から答弁がございましたけ

れども、今後またさらに検討する中で市内の病院との役割分担、そういったことも考えながら、果たしてどういう

規模で、どういう体制でやっていくのかということを、またさらに検討していきたいというふうに考えております。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○井川委員 

◎分別ハンドブックの配布について 

 私の方からはごみの問題でお尋ねいたします。４月から有料ということで、分別ハンドブック類などを送付して

おります。このほかには４月から使える燃えるごみ、燃えないごみの袋が２枚入って、しかもカレンダーもつけて

送付したというお話を聞いております。それで、この全戸に対して送付した費用はどのぐらいかかるのか。 

○（環境）廃棄物対策課長 

 このたびの有料化に際しまして分別ハンドブック等の配布に係る費用についてでございますが、金額１件当たり

単価契約しておりまして、総体で約三百五、六十万円というところの予定となっております。 

○井川委員 

 新しい事業を始めるのですから費用がかかるのはもっともだと思うのです。実は昨日私どものいろいろな会合が

ございまして、そうしましたらまだ銭函ではこれが届いていないそうです。ほかの町会には、小樽市内であれば２

月の初めに届いていらっしゃるというお話も聞きました。ここに１か月以上の差があるということで、新聞等で有

料の袋は３月１日から販売しますという案内を私は見ました。そうすると、銭函の町民にしてみたら、どこで袋を

売っているのでしょうということで、このハンドブックの中には袋を販売している店の名前が入っているそうなの

ですけれども、そういう部分で私の方にも何件か問い合わせがありました。これは雪のあれなんかで、聞きました

ら、何かクロネコヤマトの宅急便で送ったというような話を聞きましたので、いろいろ事情もあることと思います

が、あまりにも市内他域との差、特殊なわけではないのですが、離れていることでちょっと日数的に差がありすぎ

る、その辺はどうなのでしょうか。 

○（環境）廃棄物対策課長 

 このたびの分別ハンドブックの配送関係につきましては、委員がおっしゃるとおりクロネコヤマトという民間の

宅配業者にお願いしております。このたびかなりの大雪ということの理由で、クロネコヤマトの方から配送計画が

遅れているということのお話を受けまして、若干その地区によって相違いたしますけれども、井川委員の銭函方面
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は配達計画からいきますと後ろの方のスケジュールの地域だったものですから、なおさらかなり遅れた状況になっ

ております。しかし、現在、先週の土曜日、クロネコヤマトの方からまだ配達できない分、市の方に返還していた

だきまして、やはりこれらの資料はこれからの４月の家庭ごみの減量化・有料化にとって本当に市民に協力してい

ただかなければならない資料で、大切な資料だと思いまして、郵便で土曜日発送いたしまして、今週の中ぐらいに

は全世帯の方に届く手だてをしておりますので、ご理解をよろしくお願いいたします。 

○井川委員 

 その事情はよくわかりました。それで、昨日そういうまた建設的なご意見は、私、二、三人からお聞きしました。

こういうときこそ町会の組織を利用しまして、市長が言う市民と協働のあれをまちづくりのそういう協働をして、

なるべく経費をかけないようにして物事をしましょうということで、町会の組織を使って配ってくだされば、どう

してもできないというところについては郵送でも、クロネコヤマトでもけっこうだと思いますけれども、そういう

とき町会長だとか町会の組織を利用しますと、１軒ずつ例えば町会長が足を運んだり、区長が足を運んだり、衛生

部員の方が足を運んで、１軒ずつコミュニケーションをとれると会長は言うのです。それで、年寄りの家庭なども

ありまして、今度来月から有料化ですよと、この中に入っているこういう袋でもって今度は入れるのですよという

こともお話しできるし、そういういろいろな部分で皆さんと話合いもしながら、ごみの有料化について理解してい

ただけるいいチャンスだったということで、会長からもそういうお言葉をちょうだいしまして、私はなるほどなと

思ったのですけれども、できない町会については私は郵送でもけっこうだと思ったのです。そういう部分で三百五、

六十万円がちょっともったいなかったかなという、そういう気もいたしました。 

◎銭函海岸通のごみ収集について 

 それからもう一つ、銭函の海岸通、特に私たちの方、ずっと町会は海に面しているところで、札幌からの海水浴

客が非常に多いです。実は、札幌の方はまだごみが有料になっておりません。でも、夏になると、無料というので

すか、ごみが山になって、きっとまた今年も同じ状態だろうと思うのです。そういう場合について、例えば銭函の

市民だとか小樽市民はあまり銭函に海水浴に見えないので、有料ということがよくわかっているのでそういうこと

はしませんけれども、札幌のそういう市民だとか、あるいはほかから来た市民について、普通の白い袋をぽんぽん

と投げていくごみの山というものの処理の仕方についてどのようなお考えでしょうか。 

○（環境）工藤副参事 

 従前からも海水浴に来た方が、小樽市民のごみステーションを使ってごみを投げていくという事実はありました。

しかしながら、それを回収しないというわけにもいきませんので、やはりごみステーションを使っている町民の方々

に迷惑がかかりますので、最終的には小樽市が収集せざるをえないということになります。また、そういう海水浴

に来た方が投げていったごみには、中身を調べても住所、氏名を書いたものはまずないのです。ですから、これは

もうどうしてもやむをえませんので、市の方の責任でもって収集していくというような考えでおります。 

○井川委員 

 それは例えば曜日に関係なく、そういうごみについては市の方で責任持って始末するということで、そういう形

式でよろしいでしょうか。 

○（環境）工藤副参事 

 私どもの方もごみの減量化等に伴いまして、収集車の収集面積その他を今大幅に見直しましたので、１週間びっ

しり収集というわけにはいかないのかなと、そういうことで配車計画その他を見まして、やはり海水浴に来られる

のは土曜、日曜が多いと思いますので、月曜日、火曜日に力を入れて対応したいと、そういうふうに考えておりま

す。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
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○佐々木（茂）委員 

 何点か質問をさせていただきます。 

◎更生医療の給付費について 

 それでは、まず最初に更生医療の給付費、これについて伺います。 

 昨年の 10 月より更生医療に関して制度の改正がございました。施行後の対象人数だとか、負担者がどの程度おら

れるのか、この辺についてお聞かせ願いたいと思います。 

○（福祉）地域福祉課長 

 更生医療についてでございますけれども、更生医療は国の制度でございまして、その制度自体が改正されたとい

うことではなくて、重度心身障害者医療助成という北海道の医療助成事業がございます。それで、お話しするのは

腎臓病の方で人工透析の方が主な方なのですけれども、去年の９月まではすべての方が道の医療助成の中で自己負

担をカバーしているということなのですけれども、道の医療助成の見直しがございまして、去年の 10 月から、市民

税課税世帯の方は１割負担をするという制度に変わりました。 

 それで、更生医療は昔から制度としてはあったのですけれども、今言いましたように道のそういう手厚い事業が

ございましたので、透析の方すべてと言っていいと思うのですが、道の医療助成を使っておりました。ただ、そう

いう状況になりましたので、国の更生医療も人工透析の方も従来から対象になっておりますので、そういう道の助

成制度と国の制度とをはかりにかけてといいますか、利用者側からどちらが得かということになりますと、医療助

成、更生医療を使った方がほとんどの方が自己負担がないという状況になりました。 

 そういうことで、去年の 10 月からの道の医療制度の改正に伴いまして、更生医療を使う方が増えてきたという状

況でございます。人数的には今言いました人工透析の方、だいたい市内に 300から 350 人いらっしゃいますが、そ

のほとんどが更生医療の申請をしまして、更生医療で人工透析を受けているという実態でございます。 

○佐々木（茂）委員 

 それでは、非課税の世帯とか、課税の世帯とかあるのだと思うのですが、だいたい大ざっぱな１人当たり月負担

の額は、非課税でなくて負担の方でどの程度になりますでしょうか。 

○（福祉）地域福祉課長 

 課税・非課税というふうに見ますとだいたい半分弱の方が非課税世帯でございまして、半分強の方が課税世帯と

いうことになります。そうしまして、まだ確定的な数字ではございませんが、今、何か月か支払をしております。

その中で見ますとだいたい 3,700 円ぐらいが自己負担で、１万円負担なのですけれども、１万円のうちの 3,000 円

を本当の自己負担にしまして、あとの 7,000 円は更生医療で負担させていただくという方が平均的な金額になりま

す。 

○佐々木（茂）委員 

◎生活保護の予算について 

 次に、「小樽市の生活保護世帯、高齢者の半数に迫る」というような見出しで過日新聞報道では出てございまし

た。それで、医療費の中で生活保護の予算が示されてございます。それで、国庫補助負担、道負担、そういった形

の中でこれを見ますと、昨年と対比して若干この国庫負担、道負担が減って、そして一般財源の負担も伴うという

ふうな観点から、この辺の実態についてお聞きをしたいというふうに思いますが、いかがでしょうか。 

○（福祉）保護課長 

 昨年度予算でいいますと83億 7,300万円、今年度17年度予算でお願いしますのは82 億8,600 万円ということで、

8,700 万円程度昨年より減ってございます。これは保護率の鈍化がまず一つでございます。昨年度予算編成のとき

には前年度等の伸び率を基に予算を組まさせていただきましたが、実際にはそこまで伸びないということで、一応

２億円弱の不用額が、また 16 年度は出るのかなという今予測をしてございます。そういう中で、来年度の予算編成
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に当たりまして前年度の精査をしまして、なるべく不用額の出ない予算編成ということでこのような金額になりま

して、当然そこで 8,700 万円の差が出てきたということになります。 

 国庫負担金、それから道負担金、予算説明書の 113 ページをごらんいただければそこに出てございますけれども、

その中で昨年度の予算とちょっと比べますと、国庫負担金の中ではだいたい 6,500 万円程度少なくなってございま

す。そしてまた、道負担金の中では 6,000 万円程度少なくなっている。それが雑入は 4,000万円そのままでござい

ますけれども、一般財源では逆に 3,800 万円ほど今年度予算は多くなってございます。これは道負担金の絡みで人

数等の圧縮によって、こういう道負担金も予算編成していますけれども、逆にそういう中で種々負担分を若干増や

して予算を見させていただいて、差引きは昨年の予算と比べましたら、一般財源では 3,800万円増えると。そうい

う国庫負担金等の比較からしますと、最終的に 8,700万円の減でおさまっているというのが今回の予算編成の中身

でございます。 

○佐々木（茂）委員 

 いろいろな形の中で市民の中では福祉に甘いような感じでとらえられているものですから、いったん受給される

とどんどん増えていって、小樽市の負担の増につながるのではないかなと思って、調べてみましてお伺いをいたし

ました。ですから、今の形でいけば、高齢者が半数に迫っても、当初の予算より今年は約、昨年ですか、２億円と

いう形で、不用額がないような形の予算組みであるということでございましたので、理解をさせていただきました。 

◎医療ミスの公表について 

 次に、病院の方の関係でお伺いをいたします。 

 札幌市では医療ミスのすべてを公表して、安心・安全を提供するということでございます。こんなような形で取

組をしたようでございますが、本市における医療ミス等の公表の状況はいかがか、伺います。 

○（樽病）医事課長 

 医療ミスの公表については、現在私ども小樽病院、第二病院ともいたしてはおりません。 

○（樽病）事務局長 

 医療安全、いわゆるヒヤリ・ハット、いわゆる医療事故に関連する、そういうことにつきましては医療安全管理

委員会というのを立ち上げまして、それでその中でいろいろないわゆるインシデント、アクシデントの報告をして、

それの改善に向けてどうあるべきかということを院内で協議しております。それから、去年の８月から医療安全ニ

ュースというので、院内にそういった状況を周知しようということで、いわゆる院内新聞といいますか、そういう

ものをつくって、常にいわゆる医療ミスを起こさない、そういった形でみんな頑張っているところです。 

○佐々木（茂）委員 

 とにかく市立病院の役割としましては、安心・安全を提供するというのが新病院建築に向けても、また必要だと

思いますので、よりいっそうの努力をお願いしたいところでございます。 

◎受け逃げの実態について 

 次に、「受け逃げ」と称する、病院では治療を受けても治療代を払わないでそのまま帰る、こんなような患者が

増えているというふうに他都市の例で伺っております。本来払って当たり前でございますが、なぜそんな治療の受

け逃げがあるのか、本市の状況はどうなっているのか、尋ねます。 

○（樽病）医事課長 

 今、委員がおっしゃった受け逃げの実態でございますけれども、意識的に受け逃げといいますか、そういう患者

はいないだろうというふうには把握しております。ただ、中にはやっぱり経済的な理由で滞納といいますか、支払

が滞っている方もいることも事実でございますし、また特に小樽病院の場合、産婦人科の場合は１回だいたい30

万円ぐらいかかります。そして、遅れて医療保険の方から出産手当金というのが出るようになっております。それ

で窓口で、それ出たときに払うからということで何人かお帰りになりまして、やはり子どもが生まれますと予期し
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ない出費等が出まして、それが出たときに、またそれでそのまま払えないような状況も生まれているのかなという

ことで、若干そのような方が大口で現在残っております。 

○佐々木（茂）委員 

 お伺いいたしますと、あまり心配するようなことが本市では起こっていないようなので安心をいたしました。 

◎給食業務の委託について 

 次に、小樽病院の給食業務の委託化、これによって予算として１億 7,720 万円というふうな形の予算づけがされ

ておられますが、この委託の、先ほどもちょっと病院の関係で斎藤博行委員が触れておられましたけれども、１日

３食 365 日というふうな形の金額を委託したことに伴っての支払金額なのでしょうか。 

○（樽病）医事課長 

 今回の契約の中身は複数単価契約といいまして、朝食幾ら、昼食幾ら、夕食幾らということで、出来高で支払す

ることになっております。それで、それを全部合計したのが、今回予算化で１億 7,700 万円を計上したことになり

ます。 

○佐々木（茂）委員 

 いわゆる365日３食出来高払ということは理解をさせていただきました。 

 そこで、委託に当たって場所の提供とか、水道光熱費だとか、当然にかかる経費が例えばそこを使うことによっ

てあると思うのですが、この辺の契約内容といいますか、どういうところを全部適用するのかというふうなことは

どうでしょうか。 

○（樽病）医事課長 

 これも既に委託しております道内の自治体病院から、業者と自治体病院との経費負担区分がどのようになってい

るかということを事前に情報収集いたしましたところ、だいたい同じような形で、業者側が持つものといたしまし

ては当然給食材料購入費、人件費、それから保健衛生費。これは従業員の被服費だとか、健康診断だとか、そうい

う部分の費用。それから、福利厚生費、給食業務にかかわる洗剤、マスク、手袋、アルミホイル、掃除用具等の消

耗品費、事業者側が使う事務用品、通信運搬費、食器購入費、それとその他諸官庁に手続するような費用、これを

業者側が持つということで、それ以外の光熱水費、また設備費、清掃費等につきましては、私どもが持つというこ

とで契約を交わしております。 

○佐々木（茂）委員 

 もう一点、関連でお伺いいたします。 

 食事を提供していただく形で直営でないわけですから、こちらからのメニューの、こういう患者にはこうとかい

うものの指示というのはどういうふうな形になるのでしょうか。例えばＡ患者にはどういうメニューだよというふ

うなものをあらかじめ提供するわけでしょう。ということで、今まで直営だから管理栄養士がいて、全部メニュー

表というのでしょうか、そういう形ですけれども、それらの立入りというかこちらの注文、それはどういうふうに

なりますか。 

○（樽病）医事課長 

 当然委託側にも、同じように管理栄養士含めて４人ほどの栄養士がいます。それで、私どもの栄養士は、当然献

立表は委託側の栄養士が作成するのですけれども、それを事前に数か月前に提出していただきまして、その中身と、

またそのエネルギーというか、塩分がどうだとか、病院食でございますのでいろいろなものがございますので、そ

の辺を検討して、訂正といいますか、これはよくないよという部分は当然指示しながら、今までと変わらないとい

いますか、今までよりもよい食事を提供できるように指示なり改善を求めていくようなしくみになっております。 

○佐々木（茂）委員 

 もう一点、ちょっと教えてください。 
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 これの民間委託にすることに伴って、直営と比較して、大ざっぱでけっこうなのですが、どのくらい直営と民営

との差があるかおわかりでしょうか。 

○（樽病）医事課長 

 金額ということですか。 

○佐々木（茂）委員 

 はい、金額です。例えば、民間委託をしたことに伴ってこれだけ節約できたというふうなことの概念です。 

○（樽病）医事課長 

 この予算を立てたときに、いろいろ当然食数がかかわってきますので、食数によって変わりますので、15 年度の

食数をベースにいたしますと、直営よりも委託した方が 9,000 万円ほど浮くという形で予算を立てたときには出し

ております。 

○佐々木（茂）委員 

 大まかな数字で患者数が同じとするならば、約そのぐらいの節約ができるだろうということの試算だったという

ことですね。 

◎地域環境美化協力員について 

 最後に、環境部にお尋ねをいたします。 

 先ほどのごみ減量化・有料化に関連をしてでございますが、１点だけちょっとお尋ねをしたいと思います。地域

環境美化協力員の募集についてということで、過日環境部の方から各町会長あてに、３月 15 日までに協力員の名簿

の提出の依頼方がございました。私も、今回議会があるので、町会の臨時役員会を開いて対応をお願いしたところ

なのですが、なかなかまだ仕事の内容とその在り方というのでしょうか、私どものところの地域で申し上げますと、

山坂のある狭あいの場所で、物すごく多岐にわたりごみの収集場所というのが少なくなったり、多くなったりとい

うか、バス通りは全家庭が１戸ずつ出すようなところの地域なのです。 

 ですから、この辺のところと協力員がいない場合どう対応するのか。それから、各町会が明日まで締切りですか

ら、どのような形で提出をされておるのかということと、それからこれ３月 15 日までということなのですが、もう

少し早くその辺の協力依頼があればよかったのかなというふうに私は思っておりますし、各町会によって協力度合

いとかその構成員が違うものですから、先ほど井川委員が言ったように、協力しますという物すごく協力的な町会

もあれば、私のところは高齢化が進んでお手伝いできる人がいないという現状でございます。その辺環境部として

どうとらえているかということをお聞かせいただきたい。 

○（環境）工藤副参事 

 大ざっぱに言うと、市内にはごみステーションがおよそ 3,000 か所。そうしますと、今度４月から燃やすごみに

ついてはほとんど変わりがないのですけれども、資源物が相当分けられまして、カレンダーがありましても、毎日

ごみ出しにカレンダーを見ていくと、なかなか覚えていただくのは大変だろうと。そういうことで、やはり善意に

間違う、勘違いされる。生ごみをそのまま透明な袋に従前どおり入れたとか、逆に有料袋で資源物に出されたとか、

そういう方が中にもいろいろ出てくるのではないかと。そういうこともありまして、いろいろと通知は増やします

けれども、市の職員だけでは手が回らないということでありますので、町内会・自治会に、そういう資源物が多い

ごみのその出し方、その他のことでアドバイスというか、助言といいますか、今日はこうこうこういうごみですよ、

それ違いますよと、こう教えていただくと。そういうことをしていただくことによって、ごみステーションも混乱

が起きないし、我々収集するのはたいへん楽になるということでございまして、この任命に当たりましては小樽市

が直接協力員の方に任命するのではなく、町内会の方でその担当者ということで選任していただきたいと。それに

伴って小樽市と連携をとりながら、ごみステーションの方をよくしていきたいということで考えております。 

 なお、これにつきましては、市の職員のように不適正な袋があったから中をあけて見るとか、そういうことは私
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どもでは考えていませんので。これ今度の土曜、日曜に、協力員になられた選任された方々に案内しまして、説明

会をやろうと思っているのですけれども、そういうことでそこまではしませんけれども、軽く教えてあげるとかア

ドバイスしてあげる、そういうことを考えております。 

 それで、現在の状況でありますけれども、今日の午前中現在ですけれども、61 町会及び自治会、人数にして309

人の方が選任されたということで私どもで押さえております。そのほかに12 の町会が、この４月、５月でたまたま

役員改選になるということなので、その役員改選後に選任して、お名前の方を報告しますからということで来てお

ります。それで、一応とりあえず 15 日としましたのは、４月１日から始まるものですから、それまでに全市的なレ

ベルでどういう業務をどう行うのかということをもうちょっと細かく知っていただく、またさらには分別の仕方、

その他の仕方についても知っていただくということで、何とか３月中に説明会を開きたいということで、とりあえ

ず 15 日というふうに設定いたしました。その後につきましてですけれども、今、言いましたように、４月、５月に

また選任されてくる町会がございますので、その後４月なり５月なりに、また改めて新しくなられた協力員の方に

ついては説明会を開いてお願いしたいと、こういうふうに考えております。 

○佐々木（茂）委員 

 今、るる説明をいただきました。ごみ出しの時間、それから曜日、いろいろな形に、非常に監視員になる方は、

例えば勤務を持たれている方は、朝早く夜遅くであればできないという形も私は思うわけです。ですから、その辺

の形の中で 15 日、決められたのが延期してもというふうなお話がございましたけれども、まだ私の感覚でいけば、

その対応ができていない町会が半数近くあるというふうな実態なのだなということも承知をさせていただきまし

た。 

 まだこのごみの有料というか減量化についても、みなさん、まだ、先ほども、配布のことで、町内会のことがあ

るように聞いておりますし、まだまだいろいろなあい路があるのかなと思いますけれども、私どもとしましても協

力する形は当然だというふうには理解しているのですが、やはりなかなか新しい事業をやるに当たっては難しいの

かなというふうに思います。ですから、200 世帯に１人当たりの協力員を求めていますけれども、そんな少人数で

も把握できないのではないかなというような予算というか、そういう形の中で協力員に 3,000 円でしたか、お支払

いするようなことだったような気がしますけれども、本当にこれで万全体制でないのかなというふうな思いで私の

質問は終わります。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○横田委員 

◎地域環境美化協力員の業務について 

 ちょっと今、１点だけ。まさしく昨日、私の町内会でも今の話で役員会があって、さあどうするという話になっ

たのですけれども、イメージがわかないのです。その 200 軒に１人ということですけれども、ステーションはいっ

ぱいありますよね、200 軒ですと何十か所もあると思うのですけれども、たぶんそこを腕章して巡回して歩くでし

ょうね。そして、業務として何か３項目ありましたけれども、３項目めが場所の清掃みたいな、きれいにしなさい

よというような、それも何か仕事になっていたようですし、きちんと助言をして歩きなさいということなのだけれ

ども、どうもみんなイメージがわかないし、それから今、佐々木茂委員が言われたように、朝のごみ出しの時間か

ら毎日昼ごろまで、そうしたらぶらぶら歩いているのか、そんなのもちょっとわからないので、けっきょくなり手

は役員会でだれもいなくて、私がなりました。私と衛生部、環境と何人か、４人ぐらい、報告があるのだから出し

ておきなさいというような話になったのですけれども、その辺の仕事のイメージがちょっとわかないのですけれど

も、どうなのでしょうか。今、副参事が説明されたのはわかりましたけれども、現実にぐるぐるぐるぐる歩きなさ

いよという、その辺固定しているわけでないですよね。その辺のちょっと説明をしていただければと思います。 
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○（環境）工藤副参事 

 おおむね200世帯に１人程度という一つの考えとしましては、だいたい市内に先ほど 3,000 か所くらいのごみス

テーション。また、特殊事情によってその個別というのも若干ありますけれども、それは除外します。そうします

と、今、市内全部６万何世帯ですから、おおむね 200 世帯程度であれば、ごみステーションの数については 10 か所

前後くらいかなというような想定です。これはその町会の方でばらばらです。その中で 10 か所ですけれども、それ

ぞれ町会又はいろいろな事情によりまして、そうしたら 10 か所が全部不適正かということになりますと、やはり同

じ 10 か所でも、どうも毎回ごみ出しの悪いステーションがある、でもここはそれぞれすごくいいなということがあ

りますので、そうしますと 10 か所を全部一人でぐるぐる回るということで大変でございますので、そういうとき、

わからない方が多いなという部分を重点的に、しかも協力員の方が随時ということでありますので、状況に合わせ

て回って歩いていただければということです。 

 それで、そのほか私どもの方で町会の実情に合わせてということについては、これ一人の方がずっと例えば１年

なら１年担当者になられますと、毎朝１時間でも２時間でも、８時半まで出してくださいということなので、少な

くとも８時から９時くらいまでぐるぐるぐるぐるでは大変なことになります。そういうことで、それぞれ町会の実

情によりまして、例えば婦人部の方々が 10 人なら 10 人が交代でやりますよと。また、町内の役員が自分の近くの

ごみステーションをそれぞれやっていこうということで、私どもの方はおおむね 200世帯につき１名ということで

ありますけれども、３名なり５名、また 10 名なり 15 名、20 名という、それぞれ町会の規模によりまして選出され

ております。 

 また、それで細かい部分については先ほどちらっと言いましたけれども、袋の中身はあけて見ないでください、

それらについては今全部紙にしたためまして、今度の説明会にこういう部分はやっていただくけれども、こういう

部分についてはトラブルといいますか、問題が起きたら困るからしないでくださいとか、おおむね時間は、この時

間からこの時間までということで全部全般に紙に書きまして、これでもって全市的に統一的に当たってもらえれば

というふうに考えております。 

○横田委員 

 わかるのですけれども、役員会でもどうなのかなというような話で、まあわかりました。制度については我々も

協力は当然しなければならないから出しますし、やるのですけれども、15 日までに出して、そして今月中にまた研

修会があるとなると、またそれに出られるか、出られないかというのもありますし、ちょっと何か、今、副参事の

説明でも、適当にとは言わないけれども、それなりにというようなお話の内容にも聞こえましたので、やる以上は

しっかりとやらなければならないのかなと思います。ちょっと様子を見ながらやらさせてもらいます。 

○委員長 

 自民党の質疑を終結し、公明党に移します。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○秋山委員 

◎乳がん・子宮がん検診について 

 まず１点だけ、私の方からお尋ねいたします。 

 昨年の第２回定例会で、乳がんと子宮がんの検診の年齢を引き下げるという質問をいたしましたら、17 年度から

実際引下げということで予算づけがなされております。たいへんありがとうございます。それで、改めてそのとき

の答弁を見てみましたら、まずマンモグラフィの整備が必要であることから、医療機関との調整が必要と考えてお

りますという一言が入っておりまして、この医療機関というのは小樽市は全部委託ということですから、まず委託

先、病院名を教えていただきたいと思います。 
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○（保健所）健康増進課長 

 乳がん検診の委託先でございますが、６軒ございまして、掖済会、小樽病院、協会病院、済生会、札樽病院、直

江病院ということになっております。 

○秋山委員 

 では、この医療機関とは調整がついたので、実際に引下げをやってくださったということでよろしいのでしょう

か。 

○（保健所）健康増進課長 

 乳がん・子宮がんにつきましても、あわせて調整を終わりまして、17 年度から予算の決定後お願いをするという

形にしております。 

○秋山委員 

 それで、実際引き下げての実施ということでたいへんありがたいと思っておりますが、ただ受診率が非常に低い

ということで、この問題に対してどのように手を打たれるのかなというのが心配なのですが、いかがでしょうか。 

○（保健所）健康増進課長 

 受診率でございますが、平成 15 年度の受診率で申し上げますと、子宮がんについては 18.4 パーセント、それか

ら乳がん検診については 8.6パーセントということになっておりまして、14 年度の全国・全道のデータから比較い

たしますと、子宮がんについては全国で 12.9 パーセント、全道では 18.4 パーセント、それから乳がん検診につい

ては全国で 12.3パーセント、全道では 12.9パーセントということになっているところでございますが、今回の 17

年度の予算の中で引下げとか、乳がん検診のマンモグラフィの導入だとかを含めまして、「広報おたる」だとか、

あと検診のチラシの全戸配布だとかホームページ等で啓発を行って、受診率の向上を図っていきたいと思っており

ます。 

○秋山委員 

 確かに乳がんの検診は必要だなと思っても、なかなかこれはっきり言って足を運びづらいというのも現実ですし、

子宮がんもいろいろな今、年齢が下がってきているということで、今度 20 歳以上ということになったのですけれど

も、お母さんになったら行く機会というのは多いのですけれども、若い人に受診せよというのは本当に難しい問題

かなと思うのです。確かに広報に載せたり、いろいろな部分で啓発を図るというのは大切なことかと思いますけれ

ども、本当に目を引くような形で若い人にどんどん活用していただければなと思っておりますが、最後いかがでし

ょうか。 

○（保健所）健康増進課長 

 先ほどお話しいたしました啓発のほかに、さらにいろいろな健康教育だとか、保健所の方に健康相談だとかいろ

いろ来られると思いますので、そういった形をとらえて啓発をしていきたいと思っております。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○斉藤（陽）委員 

◎生活保護世帯に対する家庭ごみの手数料減免について 

 私の方から、我が党の佐藤利幸議員の代表質問に関連しまして、家庭ごみの有料化に伴う生活保護世帯に対する

補助についてお伺いしたいと思います。 

 まず、一般的な減免については原則ないということは今回のご答弁でも変わっていないということで、まずこの

理由について確認をさせていただきたいと思います。 

○（環境）間渕主幹 

 基本的な考え方といたしましては、手数料の減免は減量意識を弱めることも考えられますことから、災害等特別

な場合を除き減免を行わないということでスタートしたところでございます。 
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○斉藤（陽）委員 

 減量意識を弱めるという理由ということなのですが、その例外として今回幾つかの助成が、今、前向きに検討さ

れることになったということで、新生児の部分それから高齢の在宅で介護をされている部分、そういったものがこ

の原則しないという部分の例外として検討されることになったわけですけれども、これについては非常に今検討さ

れる部分については、いかに減量努力をしても不可抗力的に発生する部分については過重な負担を求めないという

部分で、当然のこととして理解できる話だと思うのです。 

 もう一つ、生活保護受給世帯に対する補助については、代表質問の部分でも今後検討という文言はあったのです

けれども、どうもひとつ明確なご答弁でなかったなという気がしております。先ほども他の委員からも触れられま

したけれども、本市のこの生活保護世帯、２月 19 日のある新聞の市内版、これに大きく取り上げられまして、3,200

世帯ほどになるということで、ここ数年半数が高齢世帯になろうとしていると。さらに、函館、釧路に次いで小樽

が３番目に多いのだというような形で大きく取り上げられているわけですけれども、まず保護課の方に伺いたいと

思いますが、生活保護の受給要件といいますか、これについて簡単に説明していただきたいのですが。 

○（福祉）保護課長 

 基本的に保護を受けようとするときに、何も財産もない、生活もできない、無差別平等、すべてその時点で生活

できないのであれば、保護の申請はオーケーですよと。過去にどういう生活をしていようとすべて対象になります

よというのが、保護法の趣旨なのです。それにあわせて、当然当市におきましては相談室というところがございま

して、そこにおいでいただいて自分の今の生活状況を説明し、他の対策でその人を救えなければ、最後のとりでで

あります生活保護法でその方に保護を決定するという流れになってございます。 

○斉藤（陽）委員 

 財産もないと一言、二言ありましたけれども、そこの部分をちょっと詳しく聞きたかったのですが、基本的に財

産がないと、それから月々のそういう収入のめどがないと、さらに頼る身寄りもないといいますか、そういう非常

に大変な状態でそういう世帯に対して生活保護というのが支給をされているということだと思うのですが、確かに

いろいろな制度の谷間で不公平の問題だとか、逆転して受けないで頑張っている方が多いのではないかとか、いろ

いろな議論はあるわけですけれども、そういう制度上の運用上の現実の問題というのはあることはわかりますけれ

ども、それはそれとしてしっかり見ていかなければならないと思いますが、やはり法律できちんと調査をして、こ

ういう大変な状況にあるのだということでやっているわけですから、その方に対しての補助といいますか、支援の

手というのは必要なことだと思うわけです。 

 一定のごみの減量化という観点から努力はしてもらいますよと。函館の場合、私どもも実際に足を運んで見てき

たのですけれども、ごみ量の 20 パーセントの減量努力はしてもらうと。その残りの 80 パーセントについて、年間

１人当たり 1,080 円ということでしたけれども、これを生活保護費に上乗せをして補助をするのだというような考

え方です。これ函館市の場合ですけれども、これがその 20 パーセントがいいのかどうなのか、３割か４割か、その

ぐらい努力してもらおうという、そういう議論はあると思いますが、基本的にある一定部分を減量努力してもらっ

て、残りの部分について補助をするということは、こういう基本的な考え方というのは市民の理解を得られるので

はないかというふうに考えるわけですけれども、まずこの点について伺います。 

○（環境）間渕主幹 

 生活保護世帯についてでございますけれども、このたびの代表質問にもありましたとおり、負担を軽減するべき

であるというご意見もけっこうあります。そういうことから、今後減免の対象について世帯単位にするのか、例え

ば人員とするのか、また先ほど斉藤陽一良委員からありました函館市の例などにもありますとおり、どの程度の減

量努力を求めていくのか、また減免の方法としては指定ごみ袋をどの程度どのような形で配布するかなど、私ども

としては多々検討すべきことがありますので、それらを整理しながら、今後減免についての検討を進めてまいりた
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いと考えております。 

○斉藤（陽）委員 

 検討をされるということは、前向きのご答弁であるというふうに受け取ってよろしいわけですね。 

○（環境）間渕主幹 

 こういう方向へ向けての検討ということでよろしいのではないかと思います。 

○斉藤（陽）委員 

◎資源物の収集・運搬と処理について 

 それでは次に、資源物の方の問題について何点か伺いたいと思います。 

 収集と処理についてということなのですが、先ほども触れられましたけれども、先週我が家の方にもこのセット

が届きまして、これをいろいろ見せていただきました。分別のハンドブック、それから収集カレンダー、試行袋 

というのがセットになって入っていたわけですけれども、中身を見ましてこのハンドブック、資源物の分別という

ことでまず缶等というのがありまして、缶、瓶、蛍光管とかいろいろ５種類あって、次に紙類というのがあって、

新聞・チラシ・雑誌、それがまず一つの大きなものなのですけれども、あと段ボール、書籍、それのほかに紙パッ

ク、それから紙製の容器包装。紙類のところでは５種類あると。そのほかに資源物としましてプラスチック類とい

うのがあって、これが二くくりといいますか、ペットボトルとそれ以外という、全体で数えると 12 種類になるわけ

ですけれども、この 12 分別でいいのかどうなのかなというのがちょっと疑問に思いました。12 分別でも大した細

かく分けて面倒くさいと思う方もけっこういらっしゃるかもしれないのですけれども、例えばこのプラスチックの

中でペットボトル以外は全部一まとめなのです。よくよく見ると、プラスチック類の中にボトル、それから緩衝材、

発泡スチロールですね。あとネット類、それから袋、トレーとか、いろいろ５種類ぐらいに分かれているわけです

けれども、紙類にも同じようなことが言えるのですが、さらに小分けの分類というのは本当は必要なのではないの

かなという気がしました。 

 まず、こういう分類、分別の仕方といいますか、これについてこの 12 分別でいいのかという部分についてはどう

でしょうか。 

○（環境）廃棄物対策課長 

 資源物の分別の関係でございますけれども、現在６品目ということになっております。４月からは倍の 12 品目と

いうことで、ごみの有料化とあわせて市民の方に資源物を分別していただくということになりますと、相当市民の

方にも負担がかかります。そういう意味では市民にわかりやすく、そして協力していただけるような分別というこ

とでは 12 品目という考え方で進めさせていただいております。全道的にも富良野ですと 24 種類ですか、上勝町等

では 34 種類ということですので、12 分別が特別大きな分類というふうには考えていないところであります。 

○斉藤（陽）委員 

 確かに今の６分別から見ると倍になるわけですから、大変だなというふうに市民感情はわかるのですけれども、

実際にこれ、今これから２年間は民間の事業者の方がやってくれるということで、民間の企業ブロックである程度

いいなというのはわかるのですけれども、その後市がリサイクルプラザを立ち上げて市が直営でというようなこと

になりますと、また大変な市の負担といいますか、中途半端な分別でやっていきますとそれをさらに選別しながら

やっていかなければならないので、非常に後経費がかかってくるとか、そういった部分があるのではないかと。こ

れで大丈夫かな、後々という部分があるのですけれども、どうなのですか。 

○（環境）廃棄物対策課長 

 委員がおっしゃるとおり２年間は民間の企業の施設をお借りして処理することになりますけれども、現在、市で

は北しりべし廃棄物処理広域連合と資源物の出し方等を協議させていただいておりまして、北しりべし廃棄物処理

広域連合が供用開始となるリサイクルプラザ、その受入れ態勢とあわせながら、今この 12 分別ということの中で整
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理をさせていただいております。 

○斉藤（陽）委員 

 先ほどの他の委員の質問でもあったのですけれども、今 12 分別ですけれども、12 分別でさえもなかなか善意の

間違いというのですか、故意にやったわけではないけれども、一生懸命分別しようとしているのだけれども、間違

ってしまったというようなことがけっこうありうると。そういう教育機関といいますか、みんな市民の人になれて

もらうための調整機関というのですか、そういうものは考えていらっしゃいますか。 

○（環境）廃棄物対策課長 

 市民の方に分別について理解していただくための教育機関等についてでございますけれども、昨年来続いており

ます説明会、現在もまだ行っているところであります。この後ホームページに分別の関係を掲載いたしまして、ま

たさらに各団体からの要望がありましたら、随時説明には上がるつもりでおります。 

 また、出前講座、そういうあらゆる機会を利用しまして、私ども説明に上がりたいというふうに思っております

ので、市民の方には、どうぞどんどんこちらの方にご連絡していただきたいというふうに思っております。 

○斉藤（陽）委員 

 あと資源物の収集運搬と処理についてなのですけれども、これは代表質問の中で収集とその処理の方法について

は打合せ中であるということだったのですが、一貫して行われるというか、その収集・運搬した業者といいますか、

そこが処理もそのままそれをしていくのか、収集・運搬とその処理は別々の業者の人が分担するような形になるの

かというのはどうですか。 

○（環境）廃棄物対策課長 

 収集と運搬の関係でございますけれども、缶等のグループにつきましては、現在、天神のリサイクルセンターが

ございますので、現行委託している状況で収集・運搬は現行の業者、処理についてはリサイクルセンターで処理す

るという形がこのまま継続されます。 

 紙類とプラ類につきましては中間処理施設を有する民間業者に委託をする予定でございますけれども、それぞれ

の業者が収集していただいて、それぞれの会社にあります中間処理施設に投入して、そこで処理をしていただくと

いう流れで今考えて、説明もさせていただいております。 

○斉藤（陽）委員 

 ということは、収集をした業者が責任持ってそれを処理するということで一貫処理というのですか、そういった

ことになるのですね。 

 収集・運搬とその処理、これの単価、一般的にどのぐらいなのかということと、それから本市では、どの程度と

考えているのかという部分はどうでしょうか。 

○（環境）廃棄物対策課長 

 収集・運搬料金の委託料の単価についてでございますけれども、私ども現在のごみの収集単価とそれから現在資

源物の収集委託しているところの委託料の単価を参考にしながら、新たに収集するところの委託料の見積りをいた

だいた中、今回予算を計上させていただいておりますけれども、紙類とプラ類とまた料金が変わるのですけれども、 

プラ類につきましては１日当たり５万円という予算の中で計上させていただいており、紙類につきましては１日当

たり４万 5,000円という単価で同じく予算計上をさせていただいております。 

○斉藤（陽）委員 

 私ども函館の方に視察といいますか、実際に見に行って来たのですけれども、そのときの説明では、函館市の方

では業者の協同組合のようなところに委託をしてやっているということで、直営でやるよりもその方が安いのだと

いいますか、経費が節約できるというような説明を聞いてきたわけですけれども、本市では２年後に先ほどの北し

りべし廃棄物処理広域連合のリサイクルプラザが稼働すると、直営というような形になるのかなと思うのですけれ
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ども、その辺割高にならないかというところはどうでしょうか。 

○（環境）廃棄物対策課長 

 広域連合が完成いたします２年後において割高にならないかということのご質問でございますけれども、基本的

にはごみの収集、資源物の収集はすべて市で行うことになります。プラザができましても市で行うことになります

ので、単価の関係につきましては今回このように予算を計上させていただいておりますけれども、特に高くなると

か、そういう要素というのは特にないというふうに思っております。 

○環境部長 

 今の課長からの答えに関しては誤解がありますので、私からきちんと答弁したいと思います。 

 今、斉藤陽一良委員がおっしゃいましたようにいわゆるこの２年間、17 年、18 年、これは広域連合でリサイクル

プラザがスタートできる 19 年までなのです。そういたしますと、小樽市にはいわゆる廃プラの施設もないし、それ

から缶や瓶を全体的にきちんとする施設がないわけです。そういたしますと、この２年間はまず、今、事業系を対

象にしている民間の施設を活用して、その間、市の今回集めた廃プラスチックなり、そういったものを処理してい

かなければならない。そういった意味からいって、私たちとしては、あくまでもこの２年間についてはこの収集の

運搬の仕方だとか、あるいはまた、処理の仕方もあくまでも暫定的な扱いということで一応、考えている次第です。 

 そして、今、新たにこれから資源物収集を拡大して増大する業務を、これもまたあわせて直営でやるということ

ではなくて、それはやはり今ある既存の業者の方々が自己の車も使えるという点でもありますから、そういったこ

とも活用しながらやっていくということで、たしか代表質問ではあくまでも２年間に限りという説明をさせていた

だきました。 

 それでは２年後はどうなるのかという部分につきましては、これもこれまでのこういう計画の中でも、いろいろ

説明させてもらっていますから、これからごみの収集や資源物の収集というものは、これからは委託で進めていか

なければならない。しかし、その委託についても、現在はクリーンサービスという大きな委託会社と個人の３業者

がありますけれども、これからは単にそういうクリーンサービスが１社で請け負うということではなくて、大きな

受皿を持った会社が２社程度切さたく磨して、小樽市の委託を受皿にしてやっていくのが妥当ではないかと。 

 そういった意味からいきますと、今後の２年後の姿といいましょうか、これは直営に戻るのではなくて、新たな

受皿といいますか、新たな委託業者、こういった業者と既存の業者のやはり調整の中で、全体的なその委託で業務

を行っていくということが適当ではないのかなというふうに考えています。そういった意味では、やはり私どもと

しては、この２年間、今後、この新たな委託の受皿づくりをしていかなければなりませんし、またその中で今暫定

的にこの２年間の業務の中身をよく見ながら、今の斉藤陽一良委員のおっしゃるように後で手戻りになったり、あ

るいはまた小樽市が後で不足部分がないようにじゅうぶん業務精査をしていく。こういったようなことを一応考え

ておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○斉藤（陽）委員 

 函館の例を挙げていろいろしたわけですけれども、協同組合、函館はそういう団体があって、そこに委託をして

いるという形ですけれども、小樽の場合は、民間の業者であっても２社程度で競争原理を働かせるということだと

思うのですが、本当に競争原理がきちんと働くようにそういうしくみを、経済的といいますか、経済効率性のある

しくみをぜひつくっていただきたいと思います。 

◎発達障害者支援法について 

 質問を変えます。 

 私の一般質問の関係で、発達障害児又は発達障害者の支援ということで伺ったのですが、その実態把握について

は３月上旬に政令が閣議決定というふうに答弁をいただいたのですが、上旬を過ぎてしまったのですが、この辺は

いわゆる定義といいますか、政令の閣議決定というのはどういうふうになっているのでしょうか。 
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○（福祉）子育て支援課長 

 実は３月上旬ということで、一般質問の中で市長の方から答弁いたしました。この日程は正式に何か一つの段階

に文書が来ているとかということではなくて、実は私も厚生労働省のホームページの中でしか国の動きというのが

把握できていない状態なのです。国の動きの中では 12 月に障害者自立支援法が成立しまして、その後３回検討会を

行って、その中で政令の原案をつくって、３月上旬に閣議決定をするという、そういったことでタイムスケジュー

ルが載っておりまして、１回、２回の検討会というのは１月 18 日と 24 日に開催しましたと載っているのですけれ

ども、３回目のものがまだ載っていないのと、それからまだ当然具体的に政令が閣議決定されたということの情報

も来ておりませんので、現状といたしましては国の動向等を見ながらと、注目をしながらということでしかお答え

できません。 

○斉藤（陽）委員 

 その認定基準が政令で定められるということなのですけれども、認定基準が定まって、それから実態把握という

ふうな段取りになるかと思うのですが、定義というのか、調査項目といいますか、そういったものの基準というの

はどういうふうになっていますか。 

○（福祉）子育て支援課長 

 これの現状では法律の中でうたわれている条文から推測するしかないのですが、任意に市町村で行うべき役割と

いうことでは、第２章の「児童の発達障害の早期発見及び発達障害者の支援」という項目に載っているわけですけ

れども、その中で第５条では母子保健法による健康診断時での留意、あるいはその第２号で、学校保健法の第４条

ですから就学時健診ということだと思うのですけれども、その段階での早期発見に留意するという、そういったこ

とが法律には載せられております。ですから、この法律から推測しますと、それぞれの健診業務、そういった中に

この発達障害にかかわるものが示されるのではないかなというふうには推測しております。 

○斉藤（陽）委員 

 その中で具体的な認定基準が出たとして、保護者の意向といいますか、実際にこういう障害の場合にプライバシ

ーの保護という部分は非常に大事だと思うのです。ただ、薄々うちの子どもはそういう障害があるのかなというよ

うな感じがあってもなかなかそう思いたくないとか、将来のことを考えると、あからさまに判定などを受けて、表

立ってそういうことをしたくないとか、いろいろな保護者の方によっては配慮といいますか、考えが先立つという

か、そういった場合もあるかと思われるのです。そういったいろいろな場合に、本来的な教育的配慮とか、あるい

は医療的な考え方というものが本当にストレートに通用しないというような場合もありうると思うのですが、こう

いった場合の現実的な対処といいますか、そういうものはどういうふうにお考えでしょうか。 

○（福祉）子育て支援課長 

 この中でも、例えばそういった発達障害の疑いのある子どもをいろいろな施設、学校でもそうですし、私どもの

所管の保育所でもそうだと思うのですけれども、そういう場面で認知といいますか、ある場合については、これは

都道府県で設置する発達障害者支援センターあるいは医療機関に紹介をするという、そういったような一つの流れ

にはなっております。 

 ただ、これは今、委員もおっしゃいますとおり、基本的には保護者の責務ということになるわけですけれども、

これは発達障害にかかわらず、いろいろな障害でもそういったあつれきみたいなものはございます。ですから、そ

ういう意味ではそれぞれの担当者、保育所なら保育士ということになるでしょうし、私どもの発達支援センターで

あればそこの担当者ということになると思いますけれども、どれだけ保護者といろいろな相談をしながら理解をし

てもらう、あるいは信頼関係をつくっていくという、そういった中でやはり解決していく課題だろうというふうに

思っております。 
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○斉藤（陽）委員 

◎発達障害者支援センターについて 

 最後ですけれども、発達障害者支援センターの役割といいますか、機能・内容の部分で、相談対応ということに

非常に今重点がかかっていまして、幼児から就業まで含めてトータルにそういう相談業務を受けていくということ

で、これ事業としては社会福祉法人等が委託を受けるというような形をとるわけですけれども、もし市内でそれを

引き受けようというような社会福祉法人の受皿たりうるようなところも何か所かあるのではないかと思うのですけ

れども、その辺はどうでしょうか。 

○（福祉）子育て支援課長 

 この支援センター自体、道が直営あるいは道が、今、委員おっしゃっておりますような社会福祉法人に委託する

ことができるという機関になっております。それで、対象が乳幼児から、あるいは就業相談までというたいへん広

い範囲にわたる事業になるわけです。17 年度に向けては、北海道では道内４か所程度のセンターの設置ということ

を予定しているということを聞いておりますけれども、先ほど申し上げました、たいへん広い範囲の年齢層という

ことを対象にするということになれば、当然受皿になる機関も乳幼児から大人までいろいろな経験を持っている、

あるいはそういった事業展開をしている法人が望ましいのではないのかなというふうには考えます。 

 ただ、市内でどこがいいとかここがいいとかというのは道の仕事ですし、17 年度から道の４か所が具体的にはど

ういうような事業者を指定し、どういう事業展開をしていくのか、そういったところもじゅうぶん見ていきたいと

いうふうに思っております。 

○斉藤（陽）委員 

 ぜひ積極的な対応をお願いしたいと思います。 

○委員長 

 公明党の質疑を終結し、れいめいの会に移します。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○大橋委員 

◎出生児の減少について 

 まず、保健所の事業の中で新生児への絵本の読み聞かせ事業、ブックスタートが何年間か継続して行われてきて

います。それで、そのブックスタート関係者の話では、だいたい 1,000人までの新生児に対して対応できるように

フローを用意しているという話なのですが、16 年度の新生児、非常に数が激減したと、そういうことでたいへん驚

きの言葉で語られているのですが、新生児の減少について平成 10 年の数字、15 年の数字、16 年の数字についてお

教えいただきたい。 

○（保健所）保健総務課長 

 出生児の減少の関係でございますけれども、住民基本台帳人口の動態調べで、これ暦年の数値でございますけれ

ども、平成 10 年で 1,022 人、平成 15 年が 936人、そして 16 年が 815 人でございます。 

○大橋委員 

 今の数字から出てくるのは、いかに人口が減少している小樽とはいいながら、平成 10 年、それ以前も 1,000人台

だったわけですね。それが 15 年の 936 人まで、70 人から 90 人ぐらいの減という形で終わっていたわけです。それ

が今回 936 人から 815人と、一気に 121 人という衝撃的な減少が現れました。これがどういうことになるのかとい

うことで質問していくわけですけれども、まず一つお聞きしたいと思いますのは、婚姻の届出数、これ平成 10 年、

15 年、16 年わかりますでしょうか。 

○（市民）戸籍住民課長 

 婚姻の届出数、平成 10 年につきましては 735件、平成 15 年につきましては670 件、平成 16 年は 653件となって
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おります。 

○大橋委員 

 この数を聞いたのは、実は結婚したから子どもが生まれるかという問題はあれなのですけれども、以前は結婚し

て、それから何年かして子どもが生まれる、今は子どもができたから結婚するというふうに変わっているような感

じがしまして、それで婚姻数から相関関係が出てくるのかなと思って聞いたのです。ただ、15 年、16 年、670件、

653 件ですから、婚姻数から相関関係が出ないという部分はわかりました。 

 それで、これだけ劇的な変化があったわけですから、市としていろいろ悩みといいますか、考えていると思いま

すが、減少の原因として考えられるものと、それから今後の展望についていかがお考えでしょうか。 

○（福祉）子育て支援課長 

 原因というのは一つのものとしては言えないと思うのですが、実は「小樽市次世代育成支援行動計画」というの

を策定いたしまして、それぞれ委員の皆さんにももう既にお渡しをしております。当然この少子化というのは全国

的な傾向だということなのですけれども、一般的にというよりも全国的にこの理由だというふうに言われているの

が、未婚化・晩婚化、結婚しない方が増えている。あるいは結婚する場合でも、けっこう高齢というのはまた違う

と思うのですけれども、簡単に言いますと昔でしたら二十二、三歳とかだったのですけれども、今平均とってもも

う二十八歳とか九歳とかというふうになってきているという、晩婚化が進んでいるという、これがある意味ではこ

こ 10 数年言われてきた原因だと思います。 

 ただ、近年もう一つ現れているのは、結婚はするのだけれども子どもはつくらないという、それがもう一つかぶ

さってきているという部分が、特にその少子化が進んでいる原因ということで言われております。そこの部分では

全国的な理由だというふうに言っていいと思うのですけれども、実は先ほど言いました行動計画の８ページの中に

少子化の要因ということで、全国なり全道と比較して小樽の合計特殊出生率というのはさらに低いわけですけれど

も、その原因として３点ほど理由を挙げているのですけれども、特徴的には例えば男女を問わずですが、生涯未婚

率、これが全国、全道、小樽というふうに比べた場合に特に高い。男性でいいますと、生涯未婚率は全国が 12.6

パーセント、北海道が 10.1パーセント、小樽は 14 パーセント。それから、女性の生涯未婚率は、全国が 5.8パー

セント、北海道が７パーセント、小樽が 10.4 パーセントということで、この辺も全般的には続いている中で特に小

樽というふうに言った場合、いい特徴ではないのかとは思うのですけれども、数字的には特徴的なものかなという

ふうに考えております。 

○大橋委員 

◎母子家庭の増加傾向について 

 それから、もう一つ、全国的な面からちょっと小樽が多いのではないかという心配のある問題に、母子家庭の増

加傾向という問題があるのですが、これは全国でも大変な問題になって国の重要政策に今年はなってきていますが、

母子家庭の増加傾向についてお聞きしたいと思いますが、平成 10 年と 15 年の数字わかりますでしょうか。 

○（福祉）子育て支援課長 

 母子家庭の数字ということではないのですが、主に母子家庭に支給されます児童扶養手当というのがございます。

この事業は平成 14 年から小樽市に道から移管になっているものですから、14 年、15 年、16 年の基準日は同じ９月

１日の３か年で申し上げますが、あくまで申請数で、受給決定になったか、だめになったかは別ですが、平成 14

年９月１日では 1,687世帯、平成 15 年９月１日では 1,750 世帯、63 世帯の増、3.7 パーセントです。それから、16

年９月１日では 1,793世帯、前年と比べて 43 世帯、2.5 パーセントの増です。全体的には全国減少傾向にあります

ので、この母子家庭の傾向というか、増加の傾向というのはこの数字にも表れているのかなというふうに思ってお

ります。 
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○大橋委員 

 母子家庭の問題で一番問題なのが母子家庭の収入が、普通といいますか、一般家庭の半額以下であるということ

になっているわけですが、現在生活保護を受けている母子家庭の数というのは押さえられていますか。 

○（福祉）保護課長 

 平成 10 年は 348 世帯、平成 15 年が 417 世帯という数字になってございます。 

○大橋委員 

 これらの問題については、今日の時点ではまず数をお聞きするという部分にとどめたいと思います。 

◎日清医療食品株式会社について 

 それでは、質問の内容を変えます。 

 先ほど来、病院の給食民間委託関係について、斎藤博行委員、佐々木茂委員から多種多様な質疑がありました。

だいたい幾つかは答弁が終わりましたので、その残りの部分でちょっとだけ聞きます。 

 まず、受託先に選ばれました日清医療食品株式会社ですが、これはどんな会社なのか概要を教えてください。 

○（樽病）医事課長 

 日清食品がつくりましたパンフレット、2004年７月現在の会社概要を読ませていただきます。 

 日清医療食品株式会社は設立年月が昭和 47 年９月。事業の内容といたしましては給食の受託業務、医療用食品の

販売、売店の経営と、13 項目が載っております。資本金としては39 億 7,100万円。それから、従業員数が 2004 年

３月末現在で２万 8,941 名、主要仕入れ先等で伊藤忠商事、旭化成というふうに書かれています。 

○大橋委員 

 この問題が具体化するまで、これだけの規模の会社だということは知らなかったのです。それで、ここの会社の

後志支庁管内での取引事業所の数と主な事業所の名前はわかりますか。 

○（樽病）医事課長 

 後志管内の取引事業所は 27 事業所です。主な取引先といたしましては済生会小樽病院、済生会西小樽病院、それ

から老健施設の老健マイトリー、老健はまなす、三ツ山病院、朝里整形外科、小樽港南クリニック、常見医院、後

志リハビリセンター。後志管内おおむね網羅しているということになります。 

○大橋委員 

◎給食食材の購入について 

 非常な浸透率であるのだなというふうに思っております。それで、先ほどこの業者を選定したときの選定基準の

中に７番目ですか、食材購入の考え方という部分がありました。それに関してお聞きしますが、小樽病院の 15 年と

16 年の食材費、食品購入費、それは幾らですか。 

○（樽病）医事課長 

 15 年度につきましては 8,706 万円です。16 年度につきましては、12 月末現在で 6,224 万 4,000円となっており

ます。 

○大橋委員 

 前回に質問していたのは、要するに市内業者からの取引、今まで食材を購入していたのですから、この 8,000 万

円なり 6,000 万円というその金額が、市内八百屋やら魚屋やら米屋やらいろいろな零細業者とかあるわけですけれ

ども、これをどうやって市内で優先確保できるのかということで質問をしました。その場合に、答弁としては栄養

士が残っていると。それで栄養士が管理するので、そこでチェックできるというふうにお答えをいただいておりま

した。非常に具体化してきましたので、今回はその栄養士の食材のチェック方法、要するに栄養士がここの管理に

ついてどういうような仕組みでチェックしていくのか、それについてお聞きします。 
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○（樽病）医事課長 

 まず、契約書の中の業務表の中で、私どもの栄養士と委託先の栄養士の中の業務分担表というのがございまして、

給食材料の点検ということでは私どもの栄養士がするということになっております。それで、相手方の栄養士につ

きましては給食材料の調達、契約から検収までということでなっております。 

 それで、私どもの栄養士が入ってくる食材を毎日立ち会って点検するという部分ではなかなか難しい面がありま

して、私どもの考え方といたしましては、当然委託先の栄養士がその中の数量だとか質だとかを記載できるような、

そういう検収簿をつくって、それを毎日私どもの栄養士の方にいただいて点検すると。また、毎日は無理かもしれ

ませんけれども、当然時には実際に立ち会って、どのようなものが、発注されてどのようなものが入ってきて、ど

のような質のものかということをチェックしていかなければいけないなというふうには考えています。 

○大橋委員 

 現在、小樽病院で資材を購入した場合、それの支払のサイトについてどういう支払の仕方をしているか、教えて

ください。 

○（樽病）医事課長 

 現在は一月ごとに 10 日までに請求書をいただいて、ですから前の月のものを翌月の 10 日までに請求書をいただ

いて、その月の 25 日から 31 日の間に支払っているというふうに聞いています。 

○大橋委員 

 今のお話を具体化しますと、３月、今月納入したものについては４月 10 日までに請求書をもらって、それで４月

末までに支払を終わると、そういうことでいいですか。 

○（樽病）医事課長 

 そういうことでございます。 

○大橋委員 

 現在、そういう食材の購入等について新しく入札を日清医療食品の方で始めるわけですけれども、実際にそうい

う入札の結果、どれだけ小樽の業者が入ったかというのは、これから半年後とかそういうときに検証していかなけ

ればならない問題だと思っています。それから現在のチェックシステムでそれがきちんとチェックできるのかどう

か、それも今後の検討課題と思っています。 

 ただ、今一つ、サイトの問題をお聞きしましたのは、はっきりしたことが一つあります。日清医療食品の方で食

材を購入する場合に、窓口として子会社の日本食材株式会社に委託をしております。そして、日本食材株式会社の

方から市内の業者に対して、今回委託業務をするのでそれに参加したい業者、その人たちに対して申出をしなさい

という用紙が来ております。その中に支払サイトについて出ているのですが、月末締めの翌々月末払い、サイト 60

日。つまり３月末までに納入したものは５月末に支払うというのです。既にそこにおいて従来の小樽病院の払いよ

りも丸々１か月遅い。急にそういうことになった場合に、市内の業者にとって、なかなかそれに応じられない部分

が既に出てきているという現実があることを一つ指摘いたします。 

 それからもう一つ、先ほど他都市の状況等についていろいろ調査していますという話がございました。市立札幌

病院においてやはり民間委託していますけれども、市立札幌病院は食材購入を委託していないという話については

ご存じですか。 

○（樽病）医事課長 

 市立札幌病院は全面委託ではなくて、ただの業務委託といいますか、食器下ぜんだとか、そういう部分というふ

うに聞いています。 

○大橋委員 

◎産業廃棄物処分事業における営業収益の減について 
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 では、質問を変えます。最後の質問です。 

 産業廃棄物処分事業について予算書の方を見ました。営業収益が 16 年度１億 7,400 万円、17 年度は１億 2,400

万円と、30 パーセントこれも減かと思います。これはその前の年も減になりまして、質問した覚えがあります。そ

れで、そのときは公共事業とかが減ったという話だったのですが、今回もまた減っているし、また減る予想を立て

ていますが、これについてはなぜ減ったのか、それからそういうふうに減る予想を立てているのか、どうなのです

か。 

○（環境）五十嵐主幹 

 17 年度予算が減っているという部分でございますが、主に減っているものは土砂でございます。これ、あそこに

入ってくる土砂は公共事業がかなり大口ということで入ってきておりまして、15 年度でいうと桜陽高校の改築、15

年度は 13 万 5,000 トンほど総量で入っているのですが、そのうち約９万 1,000トンほどが桜陽高校の裏のがけを削

ったということです。 

 それから、16 年度につきましても、今まだ終わっていないのですが、だいたい今９万 1,000 トンほど入っている

のですけれども、そのうち７万 8,000 トンが桜陽高校の土砂と。これで桜陽高校は終わってしまいましたので、17

年度は主な公共事業も特にございませんで、それとあと景気の低迷もございまして、約２万 5,000 トンの土砂量と

いうことで予定を立てさせていただいたところでございます。 

○大橋委員 

 これは産業廃棄物等が減るということは、廃棄物処分場の延命にとっては非常にいいことだと思っているのです

が、もうからない部分では困るのですが、これ現在の産廃場なりで使用可能年数というのは当然ながら予想として

伸びるというふうに考えていいと思いますが、いつごろまで使えるというふうにお考えですか。 

○（環境）間渕主幹 

 通称寅吉沢最終処分場というのですけれども、あれは昭和 59 年につくりまして、だいたい平成 15 年で 20 年たち

ました。それで、だいたいあそこはかなり広くて、埋立容量といたしましては、土砂専属の捨場も含めまして約 620

万立方メートルぐらいございます。桃内が今 80 万立方メートル、２次拡張しない今 82 万立方メートルぐらいにな

っていますから、かなり大きいと。それで、きちんとした測量はまだ今していないのですけれども、過去からの入

ってきた量、それから可能量を考えますと、その時々の経済状況だとかいろいろ公共事業で変わると思うのですが、

だいたいあと 20 年ぐらいは可能かなと思っております。ただ、その中で、ある時期には容量もはかって、きちんと

した数字を出したいと思っています。 

○委員長 

 れいめいの会の質疑を終結し、市民クラブに移します。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○大畠委員 

 １点だけお尋ねいたします。今日の委員会では、病院の民間委託にかかわるいろいろな質疑が出ておりました。

私もその１点について尋ねます。 

◎第二病院の給食の民間委託について 

 新年度の予算で１億 7,770万円。これは小樽病院の病院給食の民間委託によるものです。平成 15 年の小樽病院の

決算の数字と比べますと、先ほどの質問に答弁がございましたけれども、約１億円強の差がある。中身を調べてみ

ましたら、職員数は 15 年は 46 名、それから今平成 17 年の民間は 43 名。人件費は小樽病院が約１億 8,400 万円と。

ところが、この民間委託の人件費の内訳を見ますと 8,630 万円ぐらい。材料費はやや同じの 8,700 万円ですか。ト

ータルで小樽病院の 15 年度の病院各科の給食に係る費用が２億 8,739 万円と。民間委託は先ほど申しましたように

１億 7,700 万円ということで、人件費が断トツに高いのがわかります。 
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 単純に引きますと、小樽病院の人件費が 64 パーセント、経費に全体の事業費の割合を示したものです。そして今、

平成 15 年度の人件費の割合を見ますと約 48.7パーセント。ここに大きな差異がございました。そういうことがわ

かりました。 

 前にもちょっと質問しておりますけれども、そういうことでやはりこれは材料費はほとんど変わりませんから、

そういうことでまだ残されているのが第二病院でございます。 

 今、第二病院についてお尋ねいたします。第二病院の平成 15 年度の病院給食に係る職員が約 30 名。人件費が１

億 5,400 万円、食材費ということで6,100 万円になっておりますが、これがすべてなのでしょうか。平成 15 年の決

算の数字で給食関係経費、これですべてでしょうか。足しますと２億 1,600 万円強になりますけれども、いかがで

すか。本当ですか。 

○（二病）事務局長 

 人件費、食材費でだいたい２億 1,600 万円、これがあります。あと細かい数字でいいますと、光熱水費だとか、

そういうものはちょっと省いておりますけれども。 

○大畠委員 

 この数字を、例えば今の民間委託をした人件費を掛け合わせてみますと、差が 7,120 万円ぐらい。これは大ざっ

ぱな数字でありますけれども、これだけ小樽病院の給食と第二病院の給食、今年度の差が出てきます。今こういう

財政の事情です。これは、もう、第二病院についても早急に考えるべきということでせんだっても質問をしており

ますけれども、第二病院についての給食の民間業務委託についてはどのように考えていますか。 

○（二病）事務局長 

 今、委員もおっしゃるとおり、給食の委託についてはたいへん経費節減が図られるものと私も考えております。

今、第二病院としましては、18 年度４月実施を目途に既に準備しているところでございます。 

○大畠委員 

 それでは、18 年目途ということでございますけれども、平成 17 年度のスケジュールについてもしわかればお聞

かせください。 

○（二病）事務局長 

 今の段階で、まだ新年度に入ってから本格的に実施していく形になるかと思いますけれども、おおむね小樽病院

がやった手法といいますか、手順でもって進めていきたいというふうに考えているところでございます。 

○大畠委員 

 これは大きな経済効果があると思います。ですが、一方では先ほど大橋委員の方から質問がございましたように、

それでは今まで納入していた既存の業者はどうするのか。もう当然そういったこととか、いろいろなことがあると

思います。これはやはり時代の波で私はやむをえないことでもあるのではないかなと、そのように思っております。

といいますのは、私もかつて平成元年までは商売をしておりました。学校給食や、あるいはまた病院にも納入をし

ておりました。そういうことで、この業界のことは熟知しておりますけれども、やはり時代が過ぎるとともに、納

品業者についても、ある意味切さたく磨をしなければ時代の波にはなかなかついていけないのではないかと、その

ように肌で感じております。特に青果市場についても、もし小樽市内の方が納品できなくなったとすれば、これは

かなりの影響が出るのかなと、そんなことを痛感しております。 

 ちょっと話はずれますけれども、葬祭場が小樽にできたときに、花業界がこぞって陳情に来た例がございます。

これはやはり死活問題になる可能性がありますので、できれば条件が合うのであれば、これからも民間に委託され

た業者とじゅうぶん協議していただきたいなと、そのように切に願っております。終わります。 

○委員長 

 市民クラブの質疑を終結いたします。 
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 以上をもって質疑を終結し、本日はこれをもって散会いたします。 

 


